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法政大学イノベーション・マネジメント研究センター国際シンポジウム

「グローバル化する
　　　  アカデミック・スピンオフ」

日　時 2 0 1 5年 1 2月2 6日（土）1 3：0 0～1 7：1 5

場　所 法政大学市ケ谷キャンパス　ボアソナード・タワー26階　スカイホール

総合司会 田路 則子（法政大学経営学部教授、イノベーション・マネジメント研究センター所長）

「日本のアカデミック・スピンオフの出口戦略」………………………… 1
 山田 仁一郎氏（大阪市立大学大学院経営学研究科准教授）

「ボーン・グローバルをめぐる学術研究の展望」……………………15
 琴坂 将広氏（立命館大学経営学部准教授、仏EHESS Paris アソシエイト・フェロー）

「大学発ベンチャーの成功要因と発明者の関与
――カリフォルニア大学を事例に――」…………………………………33
 牧　兼充氏（スタンフォード大学アジア太平洋研究所リサーチ・アソシエイト）

「スウェーデンのアカデミック・スピンオフ輩出」………………………49
 田路 則子

［司会］ 　　　新藤 晴臣氏（大阪市立大学大学院創造都市研究科准教授）

 ［パネリスト］ 山田 仁一郎氏

　　　　　　琴坂 将広氏

　　　　　　牧　 兼充氏

　　　　　　福嶋　 路氏（東北大学大学院経済学研究科教授）

　　　　　　田路 則子
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法政大学イノベーション・マネジメント研究センター国際
シンポジウム「グローバル化するアカデミック・スピンオフ」

田路 則子（法政大学経営学部教授、イノベーション・マネジメント研究センター所長）

　クリスマスを過ぎたこんな日程にもかかわらず、100 人を超える申し込みをいただいております。
本当にどうもありがとうございます。２割から 25％くらいの方が大学関係者の方で、残りが一般の
方ということになります。
　今年のシンポジウムのタイトルは「グローバル化するアカデミック・スピンオフ」ですが、二つテー
マがあります。世の中グローバル、グローバルで、グローバル人材が育成できないとか、大企業も、
中小企業ももっとグローバル化しないといけないとか、ものづくりだけじゃなく企画やマーケティン
グの段階からやらなければならないとか、いろいろなことがいわれているわけですが、起業――アン
トレプレナーシップもかなり早い段階からグローバル化しなければ、もう勝てないというような議論
があります。
　インフォメーション・テクノロジーの発展によって、昔よりはずいぶん早く海外のお客さんをつか
まえることができるようになりました。もっというと、日本で生まれてもマーケットは日本でなくて
もいいというビジネスも成立するようになりました。そこで、大企業ではなくアントレプレナーシッ
プでグローバル化を考えてみようというのが今年のテーマです。
　そのときに一番重要になってくるのは、大学の役割です。大学発ベンチャーの調査というのが十数
年前からあり、ずいぶん数は増えてきました。特に国立大学出身の大学発ベンチャーの数が 1000 社
を達成したという事実があるのですけれど、実はあまり大きく成長したものはなく、ちょっと曲がり
角です。その存在意義を見直そうといわれて、もう３、４年はたったかと思います。
　ではいま現在はどうなっているのか、このテーマを考えるにあたり日本のアカデミック・スピンオ
フについて、ハードな定性調査を続けてこられた山田先生にぜひお話をうかがいたいと思います。素
晴らしいご本を出版された直後ということで、そのお話も含め、今日は定量調査のデータも持ってき
ていただいて、日本のお話をしていただけることになっています。
　小さい会社がいきなりボーン・グローバルになるなんてあり得るのかというと、あり得るんですね。
ほぼ 1994 年からこの議論が始まりました。ただし実際には、３年から５年後くらいからグローバル
化していくのがまだ数としては多いようです。ここのところを欧米ではどう考えられているのかとい
うご紹介を、琴坂先生にお願いすることになります。
　休憩をはさみまして牧先生から、アメリカの州立大学であるカリフォルニア大学（UC）の事例を
ご紹介いただきます。知財を使ってかなりたくさんの企業が出現しているということです。
　講演の最後は私で、スウェーデンのストックホルムでなく、ヨーテボリ――英語で発音するとゴー
センバーグですが――という第２の都市の大学から、どうやって学生ベンチャーが輩出しているかご
紹介します。
　後半はパネルディスカッションで、司会を大阪市立大学の社会人大学院でアントレプレナーシップ
を教えておられる新藤先生にお願いしています。パネリストで加わっていただく福嶋路先生は、東北
大学の大学院経済学研究科で主に産業組織論を担当されています。アメリカ・オースティンのクラス
ター（ハイテク産業集積地）の本を出されていまして、２年前には講演をしていただきました。日米
の事情に詳しいということで参加していただきます。
　講演者はほぼ 40 分ずつしか持ち時間がございませんので、ご質問はできれば質問用紙に記入して
ご提出いただきたいと思います。すべてにお答えすることはできませんが、ピックアップしましてパ
ネルで取り上げたいと思っております。

開会あいさつ
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　それではさっそく講演に入りたいと思います。
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「日本のアカデミック・スピンオフの出口戦略」
講師：山田 仁一郎氏（大阪市立大学大学院経営学研究科准教授）

　本日はこのように非常に時宜を得たシンポジウムにお招きいただき、またご来場いただきましてあ

りがとうございます。一般的にいうところの日本の大学発ベンチャー＝アカデミック・スピンオフの

現状がどうなっているのか、財務的なパフォーマンスと出口戦略に関して、ファクト（事実）を説明

させていただきたいと思います。今日の全体のテーマの中では前座のようなイメージです。

　今日の報告の骨子はこのようになっていま

す（図表１）。私は日本の文部科学省の科学技

術・学術政策研究所（NISTEP、ナイステップ）

の客員研究官として日本の大学発ベンチャーの

サーベイ調査に関わっておりまして、今日のお

話の基本的な概要は、NISTEP のディスカッショ

ンペーパーで発表した内容が中心です。

　ただし、私たちと同じ調査をした同じデータ

センターのチームの中に、日本の大学発ベン

チャーの海外展開志向に関する調査をしたもの

がありますので、あとの先生方のお話につなが

るように、そのお話にもおまけ的な位置づけと

して触れさせていただく流れになっています。

■ イントロダクション：問題意識

　２００１年以降、もっと大きな話から言いま

すとこの 20、30 年、日本の大企業の経済成長の

変化の中で、いわゆる中央研究所といわれると

ころの基礎研究やイノベーションに対する投資

は、ものすごい勢いで下がってきました。それ

は目を覆うような状況でした。それを補ったの

が公的教育研究機関である大学を中心として発

生したイノベーション、アントレプレナーシッ

プで、こちらが重要になってくるという役割分

講演
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業が一つあります。

　もう一つは、琴坂先生が詳しくお話されると

思いますが、そもそもグローバルなアパレル

チェーンやアカデミアの科学の世界では国際分

業が普通ですので、その話とイノベーションや

アントレプレナーシップというのがパラレルに

なっていくという二つの大きな文脈（コンテク

スト）があります。

　ここに書かれているように（図表２）「日本の

大学発ベンチャー企業 1000 社計画」というのが

立ち上がり、数のうえでは実際かなり短期間に、

予定より早く、達成しました。冒頭の田路先生

のお話にもありましたが、数はいいけれども内

容はどうなんだ、成果はどうだという厳しい問

い直しがここ５年くらい続いていまして、私の

調査・分析はそれを受けて行っているものです。

　現在、例えば地域・地方創生という話の中で、

大学や大学発のベンチャーも一定の役割を果た

すべきではないかという考え方があります。も

ちろんそうした取り組みをする場合、まあ財政

的成果はそうじゃないだろう。例外的に一部の

ベンチャーは期待に応えていますが、大多数は

そういう出口や成果を迎えていないだろうとい

うことです。とりあえず出発点としての事実を

みていこうということで、そこを国内状況の土

台として示したうえでグローバル化の話を検討

していくべきではないか、というのが私の立論

の立場です。

図表4

図表5

図表6

図表7
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■ 大学発ベンチャー企業（AS）の成果と

　 出口戦略：分析結果の概略と限界

　最初に、NISTEP のディスカッションペーパー

として発表した内容の概略をお話させていただ

くと（図表３）、出口戦略（エグジット・ストラ

テジー）というものに対して、ベンチャーの人

的資本の特性、あるいは大学のアカデミアとし

ての関与そのものというのは、ある意味ではプ

ラスです。これにはいろいろなニュアンスがあ

りまして、本（『大学発ベンチャーの組織化と

出口戦略』）の中で私がすごくこだわって書かせ

ていただいたのは、出口には正と負それぞれの

出口とその作用・反作用の両方がありますので、

何がその企業に影響を与えているかを確かめら

れるということです。

　もう一つ、これが重要で、売上高利益率でみ

ているわけなんですが、「設立経緯」や「経営者

あるいはアカデミアの関与」というものは、経

済的なパフォーマンスに関してはマイナス、あ

るいは関連性がないという傾向がある。これは

実際、先行研究の中でも主張が分かれていると

ころです。どちらかというとカウンターになる

というか、大学発ベンチャーは大学発であるが

ゆえにものすごく優位だと強調される研究が多

いなかで、われわれが注視したほうがいいファ

クトではないかな、というのが一つのメッセー

ジです。

　ただ、但し書きとしてはっきりさせておきた

いのは、私が今回お話する内容はあくまで単一

期間のモデルのお話で、パネルで追っていると

いうものではありません。NISTEP として 2016

年以降、これをトレースするような研究調査を

図表8

図表9

図表10

図表11
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する予定だと聞いていまして、私も多分関与す

るようになると思いますが、今回はあくまでワ

ンショットだということは言っておく必要があ

ると思います。

■ 先行研究の整理

　先行研究のスライドが３枚あります。これ（図

表４）はおそらく今日このトピックでおいでい

ただいている皆さんはよくご存じの話だと思い

ますが、新しい技術の事業化ですからきわめて

リスクは高く、そもそも最先端の技術を何か社

会的にアウトプットしたいときには、ライセン

シングのほうが最初のオプションとしてある。

ライセンシングそのものもいろいろな実証研究

があるわけですが、そんなに容易なことではな

いし、日本国内のコーディネーターのサーベイ

調査もやったことがありますが、きわめて困

難という結果が出ています。それでも「ちょっ

とでも面白い」という技術が、実は大学発ベン

チャーで活かされているという話も、数のうえ

では非常に多いということもいえます。

　一方、こういう産業構造、あるいは業界の垣

根を越えるようなイノベーションがどんどん起

こる中で、IoT（Internet of Things、モノのイ

ンターネット）もそうですが、技術を使ったベ

ンチャーが新しい産業をつくるとか、雇用をつ

くることに対しては、非常に高い期待がありま

す。また、生存率（サバイバルレート）、資金調達、

あるいは株式公開（IPO）といったものに対して、

「成功率が高い」という研究がけっこうあるのも

事実です。

　三つ目が、私は 10 年以上この研究をしている

図表12

図表13

図表14

図表15
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わけですが、期待する投資家や企業サイドと、

研究者・技術者サイドの「情報の非対称性」が

きわめて先鋭的だということです。実際、市場

化するときに科学者・研究者が直接関与するの

でイニシアチブをとっていきます。知財を握り、

研究者チームのリーダーシップをとり、かつ株

式所有権も持っているわけで、私は複合的オー

ナーシップという言い方をしています。それが

ゆえに、ステージが変わっていくときに次のプ

ロジェクトの変化に合わせて橋渡しできるとい

いのですが、そううまくいかずに争いになるケー

スを構造的に観察できることが設立条件の問題

点というか、意識している論点です。

　もう一つ（図表５）、いまお話しましたが、ロ

ングランでみると知財を渡せばそれでいいとい

うわけではなくて、途中でその技術に基づくビ

ジネスプランはどんどんピボット――方向転換

していく可能性が高いので、暗黙知を含め研究

者・技術者がしっかり関与するということも重

要な条件になってくると思います。

　一方で、企業家的研究者の創業動機は、欧米

の研究でも国内の研究でも検証されていますが、

地位や評価、もちろん経済的なインセンティブ

もありますが、自分が関わった技術を社会で実

現したいという欲求が驚くほど強い。その熱意

からコミットしているという場合がほとんどで

す。このあたりをキーとして、アカデミック・

アントレプレナーシップの実証研究が進んでき

ているという流れが一つあります。

　また、経営陣の属性に関しては、意外にも突っ

込んだ研究がたくさんあるわけではないのです。

日本の大学発ベンチャーに関してはいまお話し

たとおり、社会的な動機づけと、いわゆる大学

図表16

図表17

図表18

図表19
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発ベンチャーの政策に入る前から数多くの共同

研究経験をもつタイプの教授・科学者が多いと

いう傾向がいえると思います。

■ 出口戦略

　これが今日の私の報告の眼目ですが（図表６）、

出口という言葉は非常にいろいろな文脈におい

て多義的に使われる傾向があります。ここで操

作的に考えていただきたいというか前提におい

ていただきたいのは、IPO や買収、破産、清算、

譲渡などのように、企業実体の所有権の移転を

伴うものとしてとらえるということです。

　大学発ベンチャーは、こういう出口がものす

ごく優位にはたらくという期待の話と、ネガティ

ブに「ベンチャーキャピタル（VC）はむしろ懐

疑的にみるようになっている」という実証研究

もあります。優位なゆえにIPOまで時間がかかっ

てしまうという研究もありますし、でも実際に

生存率は高いという研究もあります。ですので、

私がここでアジェンダ（検討課題）として強調

したいのは、人材の役割は強調されていますが、

現実問題である出口や経済的成果に関しては決

着がついておらず、出口といっても正の出口、

負の出口といろいろあって、そのステージの変

化の中で、科学者や大学がどのように変わるの

かということを注視していく必要があるという

ことです。ベンチャーの成功、あるいは期待に

対してどのように応えているのか。グローバル

化を考えるうえでもキーになるのではないかと

考えている次第です。

　探索的な研究課題（図表７）はシンプルなの

でおわかりいただけると思いますが、大学発ベ

図表20

図表21

図表22

図表23
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ンチャーのつくられる制度的な特性、基本項目

ですね。それとかぎを握っているのは技術です

から、特許やアウトカムがどのように成果に影

響を与えているか。また、先ほどからお話して

いるようにあとの二つはヒト的な話ですけれど

も、企業家的研究者の関与の仕方や、あるいは

経営者自身がどのようなキャリアトラックを

もっているか、大学発ベンチャーの経営者とし

てうまくいっているのか、うまくいってないの

かということについてもう少し細かくみていこ

うという話です。

■ 分析枠組み

　分析の枠組み（図表８）もきわめてシンプル

だと思います。成果は「財務業績」と「出口戦略」

をみる。お話したような基本項目と設立時の特

徴、あるいは経営者の属性といったものをみて

いき、平均値の散見性とロジット回帰分析をし

て、ある程度の統計的な因果関係をみてみましょ

うということです。

　変数の定義ですが（図表９）、IPO、あるいは

売却、一部事業の譲渡が（存続が）セーフの場

合の話として、あくまで質問票ベースの操作的

な話ですが、黒字か赤字か識別をシンプルにし

てみるということです。

　ここでわかりづらいのは、一番下に注記で書

いてありますが、出口に関して「意向あり」と

いう回答が「４以上」だけをサンプルとして設

定して、以下は並みで、それ以外はゼロという

ことで分析を進めています。

　自己資本比率などの問題がたくさんあるので、

これは売上高利益率（ROS）でみるほうがいい

図表24

図表25

図表26

図表27
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だろうという技術的な理由もあって、こういう

分析になっています。

　変数の定義（図表１０）は、当然ですが設立

年数や従業員数などです。大学の特性に関して

は国立か私立か公立かとか、１件あたりの科研

費獲得額の影響があるか、あとは産業特性など

を分類することによって分析を進めています。

　独立変数（図表１１）ですが、パテント、パ

テントベース以外の研究の成果、あるいはファ

カルティ、あるいはストックベースでの出資を

大学が直接しているかということです。また経

営者の特性に関しては 20 代、30 代、40 代、50

代以上という定義をしているのと、それ以外に

エグゼクティブの経験があるか、管理者経験が

あるか。あるいはその中身で、それが営業関係

なのか、研究関連なのかといったことを分類し

て探索しています。

　次にサンプルですが（図表１２）、2009 年と

2010 年に実施しています。先ほどの田路先生の

話といま現在の話からすると、当時はリーマン

ショックがあり、世界的にいうとダウンサイド

の状況が込んでいる時期のサンプリングですの

で、これはちょっとディスカウントしてみない

といけない話じゃないかなと思いますが、その

時点での財務業績と出口戦略を確認して選んで

います。

　できれば配布は避けてほしいとよく言われる

図でして（図表１３）、皆さん、直接引用するの

は避けていただきたいのですが、これは世間の

直感どおりの残酷な数字です。まあ単純に ROS

をヒストグラムにしてみると、多くの場合、赤

字の規模が大きいです。バイオなどですと規模

も大きいです。ですから、今日の話とは違いま

図表28

図表29

図表30

図表31
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すが、私が大学発ベンチャーのケーススタディー

の話をするときには、ここ（棒グラフの値が最

も多いところ）ばかりの話をしてもしかたがな

いなと思って、このあたり（ROS の値がマイナ

ス１．５～０の度数分布）のリビングデッドの話

などを、意図的にケーススタディーでは取り上

げています。これを踏まえていただいて、今日

の財務業績と出口戦略の呼応ということについ

てみていただこうと思います。

　出口戦略の度数は見てのとおり（図表１４）、

日本のベンチャーやアントレプレナーシップに

特有なのかという質問が来そうなので先に答え

てしまうのですが、必ずしもそうではないとい

うことです。ベンチャーをつくるときにエグジッ

トをどうするかを明確に考えている人はマジョ

リティーではなくて――もちろんポートフォリ

オやシリアルアントレプレナーという経験者は、

以前の経験を踏まえて当然「出口戦略を意識す

る」となるのですが――初めてのアントレプレ

ナーで出口戦略を考えている人は少数派である

ということは驚きには値しないと思います。ど

ういう出口になるかわからないで始めているの

が支配的だった、というのがこの時点での事実

だったということです。

　基本的な事項として、たとえば国立大学の割

合や、あるいはライフサイエンスとか情報通信

がこうだとかという話は皆さん想定されている

とおりの基本統計量ですので、ここはどんどん進みます（図表１５）。

　あと独立変数です（図表１６）。注目してみてほしいのは 50 代です。その経営者がどういう属性な

のかといった場合に、エグゼクティブ経験のある方で、50 代以上のシニアの方で、かつ「研究開発

に関わる職務に就いたことがある方」が選ばれている可能性が高い、という話です。

図表32

図表33

図表34
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■ アカデミック・スピンオフと財務業績

　ざっくり平均値の差の検定で大学発ベンチャーの財務業績をみますと（図表１７）、「東京に所在し

ないほうが黒字」というのはいろいろ解釈が分かれるのですが、「売上高が多いほうが黒字」という

のは誰でも納得だと思います。私が強調したいのは「30 代の経営者のほうが黒字」で、「役員非経験

者であったほうが黒字」というところがちょっと意外に思います。

　これをロジット回帰分析で調べてみますと（図表１８）、いろいろ分析を変えてみても、大学の関

与というのは財務業績にやはりマイナスにはたらく。大学が特許の広がりに関わり過ぎると――制度

的な条件というのは 2015 年とは違うとは思いますが――この時点ではマイナスにはたらいている。

一方、さきほどもふれましたが経営者は 30 代のほうが良く、財務経験がマイナスにはたらいている

ことも少し面白いと思います。

　次に、財務業績の要約をしていきますと（図表１９）、設立の経緯としては大学が関与していない

ほうがパフォーマンスは高い。もしかすると、これはさきほどの先行研究の部分でちょっとお話しま

したが、ライセンシングでマーケットに届くことが容易ではあるが、多少リスキーな挑戦的な課題に

取り組んでいるという可能性がもしかしたら示唆されているのかもしれません。財務経験のないほう

が財務業績がいいというのは、ちょっと皮肉なファクトだなと思う次第です。

　次に出口戦略のほうを IPO、譲渡、解散に分けてみていきたいと思います。IPO（図表２０）は、

さきほどと共通する話ですが「東京に所在」し、「規模が大き」く、かつ「研究力が高い」――これ

は科研費が強いのですが――タイプの技術が大学発ベンチャーになっている場合のほうで出口に至っ

ている。ある種リーズナブルな結果です。

　特許から設立されているほうは、経営者は若いほうがいい、かつ、そうですね 2010 年ぐらいはど

れぐらいだったか、いまは増えてきていると実感していますが、「役員経験者の 30 代が望ましい」と

いう事実が発見としていえると思います。

　ロジット回帰分析をしてみましても（図表２１）、「特許から設立」がプラスにはたらくというのは

かなり確からしさがありそうでして、「30 代以上」「役員経験者」といったことも関連して出てきて

います。

　売却のほうです（図表２２）。これはなるほどと私は思ったのですが、「東京に所在」は売りやすい。

また分野が「フロンティア」だとなかなか売れない。分野がちょっとリスキーすぎると難しいんです

ね。それから、「大学が出資している」ほうが売却に出る、というのは少し面白いかもしれません。

　回帰分析してみましても（図表２３）「大学の出資」というのはプラスで、「財務経験がある」経営

者というのもプラスになる。これはわかる、おそらく人的資本からいってチャネルとのアクセスがネッ

トワーク上いいとか、そういうことがリーズナブルにあるのかなというふうに解釈いたします。

　次は譲渡ですね（図表２４）。平均値の差の検定をみますと、20 代の経営者がむしろマイナスです。
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20 代だとどういうことかというと、まだ若いので、レベニュー（収入）としてはしんどい状況にあ

るにもかかわらず、譲渡せずに踏ん張るという意思決定をする傾向があるのかと分析しています。

　所内で議論したのですが、ロジット回帰分析でみてみますと（図表２５）、「大学が出資している」

と譲渡はむしろプラスです。さっきの売却もそうですけれど、大学が出資していると手離れが良くな

る傾向があるのかもしれません。あと、「役員経験がある」ほうがプラス。これはビジネスジャッジ

の観点でいうと、適切な判断がしやすいという効果があるのかもしれません。

　さて、口ごもるタイプの出口、解散の場合です（図表２６）。規模が小さくて、ある特定の業種は、

ライフ、インフラ、フロンティア系――かなり黎明期にある分野でしょうか、どんどん新しくなる分

野というのはこういう結果になっています。「経営者が若い」とマイナス、あるいは「役員経験者」

だとこれはさっきの結果から一貫していますがプラス、といった差がでています。

　これを先に進めますと、「年齢が高い」ほうが解散する可能性が高い（図表２７）。シニアのほうが「よ

し解散だ」という意思決定がはたらきやすいということでしょうか。あるいは「管理職経験があれば」

解散する可能性が高い。あるいは「研究経験者であればあるほど」解散する可能性が高いという事実

が出ております。

■ 要約

　ここまでの話を要約しますと（図表２８）、設立の経緯としての大学の特許活用や出資というもの

が、IPO や売却の意向を高める可能性を示唆している。むしろ、これは少し意外なところがあります

が、設立の経緯と解散の意向というのは必ずしも厳密に関係しているとはいえないでしょう。ただし

「若くて役職経験のある経営者」ほど IPO や売却の意向が強く、一方「年齢が高く部門長レベルのビ

ジネス経験がある経営者」は解散の決断を強く持つ傾向がある、という結果が出ています。

　ここまでの分析を簡単にフロー風にまとめますと、このようになっています（図表２９）。大学発

ベンチャーの財務業績と出口戦略の分析のまとめです。上は財務業績、下が出口のわけですが、「売

上高」「若い財務経験のない経営者」がプラス、あるいは「大学関与」がマイナス、というような結

果が出ています。出口に関しては IPO、売却、譲渡、解散とあるわけですけれども、「設立経緯や特

許活用、出資」というのはこういうルート、あるいは若いとこういうルート、年齢が高いと解散、と

いう傾向をみることができました。

　NISTEP で私たちは何年間か定点観測し、大学発ベンチャーに関わっている方々に質問票を配って

調べてきました（図表３０）。彼らは個人の立場からどう受け止めているかというと、「1000 社計画」

で事業化に世間的な注目が集まり、投資がなされたことで「ポスドクや大学院生のキャリアパスがす

ごく広がった」。あるいは「いままで特定の先生しか大学企業と共同研究を行ってこなかったけれど

も、そういうチャネルが広がった」と回答しています。「個人的なキャリアとしては関わって高満足度」
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という傾向がかなりはっきりと出ています。

　一方、出口戦略や経済的なパフォーマンスのベースでどうなのかみてみると、成果に貢献する経営

者人材というのはある意味では限定的で、ピンポイントであるということが示唆されていますし、大

学の関与のあり方というのは、厳密に注視しないとむしろパフォーマンスを下げる可能性があると示

唆されています。

　また先行研究に対しても、地域経済への貢献が期待されていますが、そういう目的のために大学発

ベンチャーを制度的に擁護して期待するのであれば、若い経営者人材とか、大学の機能的な関与を創

業時点で考えていかないと、財務的な業績や出口戦略に対して良い結果――皆さんがポジティブに考

えるような正の出口にはなかなか至らないのではないか、というのが今回の分析の結果としていえる

ことです。

　含意としていえることは、投資の成果とか人材の循環というものに対しての組織デザインのあり方

をもう少し冷静に、意図的に設計しないと、機能不全を起こす可能性があると指摘せざるを得ないの

ではないかと考えています。

■ 大学発ベンチャーのグローバル化について

　また、今日のテーマは大学発ベンチャーのグローバル化の話ですので、その話にもちょっとふれて

おきたいと思います（図表３１）。けっこう単純な集計結果を分析をしているのですが、技術志向の

強い大学発ベンチャーというのは、トートロジカル（同義反復）な印象をもたれるかもしれませんが、

大学発ベンチャーの中でも高度な特許を取得していたり、自前の技術にかなりこだわっていてそれを

事業の柱にしているようなベンチャーであるほど、海外展開の志向性は強くなるといえると思います。

　＂２）＂の項目はもしかすると、日本の公の投資資金が大量に投資されたベンチャーが海外展開を志

向していく「アカデミック・キャピタリズム」――大学資本主義というきわめて先鋭的な論点に関わ

る話ですけれども、公的支援を受けた経験を持つベンチャーほど強い海外展開志向性を持っています。

ロジカルに考えると、おそらくサイエンスベースで非常に重要でグローバルな影響力のある研究が事

業化されているわけですから、当然ながら投資サイドあるいは顧客サイドの要望からいって、それこ

そ生態系バリューチェーンの中で意味づけられる可能性が高いわけで、自然な結果ではないかなと思

います。

　大学発ベンチャーの立地する地域において、輸出を行う中小企業の割合が高いほど――たまに例外

はありますが――大学発ベンチャーの海外展開する志向性は強くなる。集積の効果というのがうかが

えます。

　また、これもきわめてノーマルな発見だと思いますが、大学発ベンチャーの設立時に関係した母体

大学の研究水準が高いほど、その大学発ベンチャーの海外展開の志向性は強くなるということがいえ
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ます。

　詳しくは、鈴木・岡室先生のディスカッションペーパーで「NISTEP ‐ DP」で検索していただけ

ればと思います。

　関連して、これは田路先生からやめろと言われているおまけのスライドですが（図表３２）、調査

の関係で私は先週から今週にかけて３社ぐらい、日本国内の大手のベンチャーキャピタルのヒアリン

グをしました。もともと考えてみますと ICT（情報通信技術）もバイオ関係もそうですが、投資やク

ライアントを考えると主戦場の一つはアメリカだったりします。ですから、この分野の技術ベンチャー

というのはもともとグローバル化することがインプットの技術面で考えても、あるいはセールスのク

ライアントベースで考えても、ある意味で運命づけられている部分があるわけです。

　あと、私も本の中で取り上げさせていただいたのですが、大学発ベンチャーの黎明期に、当時 20

代で九州大学ベースのベンチャーを立ち上げた鍵本忠尚さんのような経営者のもとから次世代、第３

世代の方が出ています。40 歳未満のアントレプレナーが率いるベンチャー群を私は注視して調べて

いるのですが、サイフューズとかヘリオス、クオンタムバイオシステムズみたいなところがけっこう

生まれてきていて、これは明るいニュースだと思います。このトレンドが加速することは、この分野

の活性化にいいことだとみています。このあたりをどうみていくかは、後半のパネル討論でも出てく

る論点かなと思います。

■ 結び：組織デザインのあり方

　簡単な結び（図表 33）ですが、私の役割というのは日本の大学発ベンチャーの経済的なパフォー

マンスや出口戦略の移行の現状を確認することですので、「経営者人材の若さ、役職経験、大学の関

与のしかたに一定の傾向があり、その傾向を踏まえた組織デザインを考えていくことが重要なのでは

ないか」ということを言いたいということです。

　海外展開志向性が強い、技術志向が強いというのは大学発ベンチャーにとって当然ですし、この種

の技術分野というのは公的資金だけでなく、民間企業との共同研究を含めたものなどいろいろハイブ

リッドに混ざっているものがほとんどです。そのなかで技術的なインパクトや市場におけるインパク

トを考える場合、グローバルに考えていくことが運命づけられていると思っています。その条件とし

ては、母体とする大学の研究水準――残念なことに独法化（独立行政法人化）以降、日本の国公立の

大学の研究パフォーマンスは下がっていることは顕著に結果として出ているわけですが――の高さ

や、クラスター政策――宣伝されていまも関連する政策がいろいろありますけれども――など、いろ

いろなことが重要ですので、大学発ベンチャーのグローバル化を分析して考えていくうえでは、今回

私がやった中心的な作業は出口戦略の話だけですが、こういう要素を統合して検証していくことが今

後も必要ではないかと考えております。
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　今日は量的な話が中心でしたが、質的なケーススタディーの話は、上梓させていただいた自著に書

きました（図表３４）。10 年越しでヒアリングしているケーススタディーも書いていますので、コマー

シャルになりますがお読みいただければ幸いでございます。

　数年前の講演では時間をオーバーして怒られました。今日は田路先生にくぎを刺されております（笑

い）。きっちり時間内に終わらせたいと思います。ご清聴どうもありがとうございました。

田路　山田先生、ありがとうございました。こちらの本には本当に質的なケースがたくさん書いてあ

ります。各章にすごく良い先行研究が詰まっています。先ほど素晴らしいご本だと申しましたが、こ

の本が売れるといいなと私も心から思っております。

山田　ありがとうございます。
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「ボーン・グローバルをめぐる学術研究の展望」
講師：琴坂 将広氏（立命館大学経営学部准教授、仏 EHESS Paris アソシエイト・フェロー）

田路　それでは引き続きまして、琴坂先生です。琴坂先生は非常にユニークなキャリアの持ち主で、

実は今日初めて念願かなってお会いできました。

　慶応大学を卒業されてからご自分で起業されて、そこからアカデミックにということで、イギリス

のオックスフォード大学に学位を取りに行かれました。MBA（経営学修士）ではなく国際経営、本

当にグローバルなところ――いまでいう戦略のと

ころから始めていらっしゃいます。本もたくさん

書いておられ、キンドルでダウンロードできます

ので、あとで紹介していただこうと思います。

　今日は「ボーン・グローバル」の学術研究とい

うことで、どういう理論的系譜で、ボーン・グロー

バルやインターナショナル・アントレプレナーシッ

プなど、いわゆるインターナショナリゼーション

のセオリーが進歩していったのか、というあたり

をご説明いただくことになっています。多分、具

体的なお話はパネルディスカッションのときにし

ていただけるかと思いますが、最初に少し自己紹

介いただいて、そのあとに学術史を説明していた

だくということでお願いいたします。

■ 自己紹介

　山田先生の発表では、アカデミック・スピンオ

フに関して、単にスピンオフの数をつくっていく

段階から、現在ではさらにそれらの出口戦略を考

え、できるだけ多くの事例を成功に導いていく段

階に進んでいるというお話をいただきました 。

　同時に国際化―つまり、グローバル化ですね、

これがアカデミック・スピンオフにとっても避け

られない流れとなりつつあるとご解説を頂いたか

講演

2

図表2

図表1

図表3
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と思います。

　私はアカデミック・スピンオフに関しては専

門ではなく、どちらかというと国際経営を専門

にしております。また経歴としても、ただいま

ご紹介をいただきましたように、最初は小さな

会社を自分で経営しまして、そのあとコンサル

タントとして海外で勤務し、特に大企業がどの

ようにグローバル化するのか、国際経営をする

のかを理解してきました。その後研究の道を歩

むこととしたのですが、そこで着目し始めたの

が、ボーン・グローバルといわれるような、新

しい国際経営の姿です。

　本日は約８割の方が実務家の方だとお聞きし

ています。従いまして、最後のほうで少し学術

的な研究の話をしようと思いますが、そもそも

ボーン・グローバルというのはなぜ増えてきた

のか、グローバル化する世界においてボーン・

グローバルという創業の形がどのようにして一

般的になってきたかについて、概観をご紹介す

ることに注力したいと考えています（図表１−

図表２）。

■ ボーン・グローバル企業とは

　まず、少し歴史をひもといて、そもそもグロー

バル化とか国際化とは何か、いまどういう国際

経営やボーン・グローバルというものが必要と

されるようになってきたか、ご説明したいと思

います。

　その上で、ボーン・グローバルをめぐる研究

の現状、どういった研究課題を抱えているか、

そのなかで私自身がどのような学術研究をして

いるのかということを少しお話して終わりたい

図表4

図表5

図表6

図表7
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と思っています。

　ボーン・グローバルという言葉ですが、すで

に聞いたことがある方はどれくらいいらっしゃ

いますか。――半分くらいいらっしゃるんです

ね。ご存知ない方もおられるかと思いますが、

ボーン・グローバルというのはその名の通り、

創業した瞬間、「born」つまり誕生した瞬間から

グローバル経営をする企業です。

　幾つか事例を出しますと、ある家電機器製造

販売会社があります。世界の 15 カ国くらいから

部品を調達して、それを海外生産して 48 カ国に

販売する、というのを、一製品あたりわずか５

人で行っているといいます。従業員は数十人し

かいないという会社で、現在世界 40 カ国以上

で販売していて売り上げの 46％は海外です。世

界中の代理店や部品メーカーと協業することで、

生まれてすぐいきなりグローバル企業になりま

した。

　そもそも、グローバル経営とは何でしょう。

売上高の半分以上が海外であるとか、従業員の

半分以上が海外とかいろいろな定義があります。

ボーン・グローバル企業はこうした基準にあて

はまり、極めて小さいにもかかわらず、グロー

バル企業の仲間に加わります。創業した瞬間か

らグローバルになっている。そして創業した瞬

間からグローバルであることによって競争優位

を身につけているのです。

　こうした事例は他にも数多くあります。たと

えばある電動二輪車のメーカーがあります。さ

きほどの事例のような家電製品よりも、安全性

の観点からさらに技術的には難しくなります。

しかし、二輪車のようなより複雑な商品であっ

ても、創立してすぐにベトナムやインドに展開

図表8

図表9

図表10

図表11
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し、さらに東南アジア全域に展開するような企

業を目指しています。

　昔はこういう創業の仕方は困難でした。自動

車会社だったり、輸入したメーカーというのは

まずは自分たちが一番よく知っている市場――

自分たちのネットワークがあって、ノウハウが

あって、必ずもうかるであろう市場――を開拓

してから成長するというのが一般的でした。

　現在はより競争が激しくなっています。特に

電気を使った乗り物――電気自動車とか自動二

輪というのは、日本で成功してから海外に行っ

たのでは間に合わない。こういった産業界では

会社をまずつくったらいきなりグローバル展開

して、市場に根を下ろしていく必要性が高まっ

ています。

　それを背景として、スタートアップであって

も国内で悠長にやっているひまはなく、いきな

り世界に展開する例が出てきたのだと思いま

す。とくにこうした事業創造が一般的になりつ

つあるのは、スマートフォンアプリを中心とし

たソフトウェアの世界です。たとえば、ある教

育系システムの会社は（図表３）、世界中に商品

開発チームを分散させ、全世界に散らばってい

るエンジニアやデザイナー、数学者、英語を教

える先生などを活用して商品開発をしていまし

た。そうすることで、たとえばフィリピンだけ

で開発した教材よりもはるかに優れたものがで

きる。全世界に散らばっている頭脳を活用する、

つまり調達することによって――調達サイドで

グローバルな展開をすることによって、世界で

競争力を持とうとしたのです。

図表12

図表13

図表14

図表15
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■ 最適な場所で最適なことをする

　小売業、サービス業、デザインの世界におい

てもこういったボーン・グローバルというスタ

イルは広がっています。（図表４）あるイギリス

のファッションの会社は、インドの若手デザイ

ナーに、インドの伝統とヨーロッパのセンスを

融合させたファッションのデザインを依頼し、

さらにそれを中国やポーランドなど労働コスト

の低い国で生産し、インド系の移民が多数いる

ところ、たとえばロンドンとかシリコンバレー

で販売することで利益を得ています。

　この事例は非常に面白いです。何が面白いか

というと、最適な場所で最適なことをするから

です。インドの伝統を一番理解しているデザイ

ナーがいるところはインドだから、インドでク

ラウドソーシングをして若い才能からプロダク

トをつくりだす。製造するベトナムやポーラン

ド、中国は人件費が安く、素材もある。市場は

インド以外、インドで売るより高く売れて利益

が出るところで販売する。世界中の拠点を組み

合わせることによって、少人数でより良い製品

をより安くつくり、より高く売ることを実現し

ています。

　このような会社が無数に存在します。また別

の事例でもドイツのファッション会社がありま

す（図表５）。この会社が先ほどの会社と違う点

は、立ち上げがものすごく速い点でした。設立

から１年弱でクラウドベースでデザインを手に

入れ、それを中国とポーランドで生産して、ヨー

ロッパ全域の 10 カ国で展開することに成功し

ました。

　こうしたボーン・グローバル企業がなぜ短期

図表16

図表17

図表18

図表19
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間でできるかといえば、アウトソーシング（外

部委託）して自分はコアになる部分に注力する

ことがポイントです。自社でやっているのは製

品を持つことだけであり、数十人では絶対にで

きなかった事業開発を実現しています。

　こうしたボーン・グローバルという姿は、長

らくニッチだったわけです。規模が小さい企業

だからできるだけだろうと。こんな外注に依存

した事業モデルで大きくなれるはずがない。一

部にこういう形

で市場開発する

人たちがいても、

売り上げは大き

くなっても１億、

２億だろうとい

われてきました。

　しかし、もちろ

ん例外はありま

し た し、 そ の 例

外が例外ではな

くなりつつあり

ます。たとえば、

VIZIO と い う 会

社があります（図

表６）。2002 年に創業し、2009 年段階ではわず

か従業員 128 名で 20 億ドルの事業を運営して

いました。いまの為替レートで換算すると 2400 

億円の事業です。この会社は液晶ディスプレー

であるとかサウンドバーというオーディオ機器

によって、アメリカでシェア１位、２位という

位置につけています。

　上場申請を現在していて、最新の資料による

と 2015 年現在においても正規のフルタイム従

図表20

図表21

図表22
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業員は 400 人しかいません。400 人しかいない

会社が売り上げはいま 3600 億円以上あります。

世界中から調達し、世界中に販売するという事

業を展開しています。

　このような事業モデルはまれでした。同じよ

うな事業モデルをとって失敗した日本の会社も

幾つかあります。ところが、いまは有象無象出

てきています。急成長の一番有名な例がシャオ

ミでしょう（図表７）。2011 年に設立されたシャ

オミは、わずか３年で売上高１兆円の事業に成

長しています。もちろん売上高のほとんどは中

国でのものですが、インドや東南アジアなど世

界中に展開を開始しています。年間 8000 万台

のスマートフォンを販売しており、売り上げ１・

４兆円、時価総額５兆円と日本の電機メーカー

に迫るような規模にまで一瞬で立ち上がること

ができました。こうした企業に共通するキーワー

ドが「ボーン・グローバル」になりつつあります。

　世界中から最適なサプライヤーや個人を見つ

けてきて、それらを最大活用して組織をつくり、

一番売りやすいところを世界中から選んで販売

する。それにより、いまの世界ではわずか数年

で数兆円の企業を作れる可能性が生まれていま

す。

　シャオミもすでに大きくなりましたが、さら

に新しいプレイヤーが続々と登場し、今度はシャ

オミが苦しみ始めています。東南アジアやイン

ドのほうに行くと、シャオミと同じようなボー

ン・グローバルの手法を使うことによってさら

に何社も、売り上げが 1000 億円に達するよう

な会社が出てきています。 

■ アウトソーシングと海外委託による競争優位性

図表23

図表24

図表25

図表26
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　背景にあるのは、さきほど申し上げたアウト

ソーシングとオフショアリング（海外委託）に

よる競争優位性です。昔の競争環境は、極端に

説明すれば、会社の規模を大きくしないと、売

り上げを増やせない という構図でした。それは

市場に必要な資源が存在していなかったからで

す。自分で工場を作り、自分でインフラをつくり、

自分で人を採用しなければ数百億円とか 1000 億

円規模の事業というのは運営できなかった。

　現在は世界中に点在している資源を有効活用

する形で、事業の一部を肩代わりしてもらえま

す（図表８）。たとえば、DHL という会社は運

送会社と理解されていますが、運送だけをやっ

ているわけじゃないんですね。なんと、組み立

てもやってくれます。補修部品の配送もやって

くれます。在庫管理もしてくれます。ほとんど

の物流に関することは、電話してお金があって

交渉ノウハウさえあればすぐ手に入れることが

できる。ジョンソンコントロールという会社も

そうです。たとえば、私がいま現金で 100 億円

持っていたら１年以内に 40 のオフィスを簡単に

作れるでしょう。もちろん、作るだけならですが。

ジョンソンコントロールに行って「私は 100 億

円あるから世界中に 40 カ所オフィスをつくりた

い、あとはよろしく」と言ったら、それで OK 

でしょう。IT システムから総務の人や秘書、オ

フィスデザイン、会計まですべてそういう会社

に外注することによって、これまで国際的に展

開する大企業しかもっていなかったノウハウに

すぐアクセスができる状況に変わってきました。

　もし、私が起業していた 2000 年当時にアマ

ゾンウェブサービス（AW）があったら、私の

図表28

図表29

図表30

図表27
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人生も大幅に変わっていたのではないかと思い

ます。当時、私が大規模なウェブサービスをロー

ンチしようとしたら、サーバー代だけで数千万

円かかりました。とても買えません。なので、

小さな会社がウェブサービスを作り出すのはな

かなか障壁が大きかったのです。

　現在は AWS を使えば、月数万円でもまずは

立ち上げ、ということができるはずです。もし

自分の会社がヤフーとか楽天のように大きくな

る可能性があるとしたら、必要なリソースは、

オンデマンドで彼らが提供してくれます。売り

上げに応じて、柔軟に拡張できる。こうした柔

軟性、成長に対して必要な組織的な能力といっ

たものですら、マーケットから手に入るように

なってきました。

■ パート・非正規の執行役員も

　そうすると、今度は人材が足りないんじゃな

いかという話になると思いますが、人材も最近、

新しい働き方が一般的になっています（図表９）。

たとえば、現在はパートタイムで非正規雇用の

執行役員とか、パートタイムで非正規雇用のマー

ケティング本部長というのも事例が増えてきて

いるといいます。そういう高い能力を持った、

経営陣として参画できるような個人が、ノウハ

ウのビークル（伝達役）となってボーン・グロー

バルに国際経営の観点からとか、大量生産に必

要なスキルなどを提供しているのです。

　昔はベンチャー企業にこうしたレベルの人間

が転職することはありませんでした。ところが、

こういう人たちが週１日あるいは週２日常駐す

ることによって、大企業の部長級が持っている

図表31

図表32

図表33

図表34
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ノウハウに、ボーン・グローバル企業もアクセ

スできるようになってきています。

　すなわち、昔の企業は自分が持っているもの

だけで事業をせざるを得なかった。自分で工場

を作らなければいけないし、自分でお金を手に

入れなければいけないし、自分で採用しなけれ

ばいけなかった。したがって、いきなりグロー

バル化というのは難しかった。自分でお金を手

に入れて、自分でノウハウを手に入れてからで

ないと国際化できなかった。したがって、国際

化は事業が安定して、利益が安定し、国内の先

を見据えてからであり、かなり先の話でした。

　現在においては、自分が経営に必要な資源を

持っていなくても、契約関係でコントロールで

きる資源がたくさん市場に存在するがゆえに、

市場で契約関係でつながることで、それらを活

用した経営ができます（図表１０）。しかも、フェ

イスブックやツイッターのようなサイトを活用

すれば、サポーターとのつながりも強化することができます。シャオミがあれだけ短期間で成功した

のは、シャオミが大量のファンを活用したマーケティングに成功したからでもありました。ファンを

活用すると、マーケティングのコストを払わなくても全世界にブランドイメージを広げてくれ、そこ

に向けて販売することができます。 

　こういう時代になると、生まれた瞬間から世界展開したほうが競争力が向上する場合すらあるので

す。たとえ小さな規模の会社でも、こうした外の資源を活用していくことによって、全世界的な競争

に勝てるかもしれない。逆に言うと、世界を活用しなければいけない時代になってきました。活用し

ないと国際的な競争に勝てない可能性が出てきたというのが現状です。

■ 世界中で価値創造が連鎖している

　コンピューターを例として、いまのグローバル経営の世界を考えてみたいと思います（図表１１）。

昔はコンピューターというのは全部一つの国のなかで原材料から部品、そして完成品までを作り、そ

れを輸出していました。たとえば、スーパーコンピューターをめぐって日米の経済摩擦に発展したこ

ともありましたが、それは日本製と米国製というのが明らかにわかりやすく線引きができたからです。

図表36

図表35
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現在はもはやそういう時代ではありません。世界的な「価値連鎖」で完成品に仕上がるため、必ずし

も最終組み立てを行う場所が重要とは限らないのです。たとえば、ロシアで採掘されたシリコンが韓

国で精製され、日本で加工されてアメリカで回路が書き込まれ、それがマレーシアに行ってパッケー

ジングされ、そのあと中国でパソコンに組み込まれ、イギリスで販売されて、東欧でサポートされて

アフリカに転売される――このように、世界中がつながっていくという構造に大きく変わりました。

まさに世界中で価値創造が連鎖しているのです。

　こういう時代になると、アカデミック・スピンオフもグローバルということを意識せざるを得ない。

事業開発をして、利益を上げるために会社化して成長させるときに、この「グローバル化」というキー

ワードがほとんど避けられない状況になりました。

　大学の研究室では軍事利用につながる技術がカギになる場合がありますが、そこまで敏感な分野で

なくても航空宇宙とか、複雑な技術を必要とするような製品も同じような状況です。たとえば、ボー

イング 787 という航空機は、実は部品の７割は海外製です。航空機のように防衛や高度な技術の中

核に直結するような製品であっても、最高の製品をつくろうとすれば必然的にグローバル化せざるを

得ない。世界中の国と連携してつくらないともう勝てない時代になっています。

　ホンダジェットもそうですね。開発拠点はアメリカです。アメリカで航空開発をしていて、主要部

品の８割方は世界中から調達しています。日本製といえば確かに日本製ですが、必ずしも日本製とは

いえない。これは「市場に近くなければニーズに応じた製品を開発・生産できない」という考えから

です。最大の市場であるアメリカで使われなければいけないという時代になったからこそ、日本企業

であるホンダも国境や国籍を意識せず、アメリカに拠点を置くことによって市場にアクセスを持ち、

世界中の部品を活用することで競争に勝とうとしています。

　これまで、｢グローバル化｣ は頑張って一つ上のステージに上がることでした。しかし、世界中が

つながっている時代です。企業の形も大きく変わりました。まず日本で大きくなって、大企業になっ

てから海外に出ていく時代ではない。規模に関係ない。世界中から最適な資源を手に入れて、それを

構成することによって３年や４年で１兆円の事業をつくれる時代に大きく変わろうとしています。そ

ういう現状なので、ボーン・グローバルというものが非常に大きく注目を浴びるようになってきたの

ではないかと思います。

■ 学術研究の流れ

　ここからは少し学術研究的な話に入っていきま（図表１２）。昔はもちろん、こういう時代ではなかっ

た。国際化というのは先の話で、日本で事業モデルをつくって知見を蓄積し、そのあと海外に行くと

いう時代でした。どれくらい昔にさかのぼるかというと、だいたい 1960 年代から 50 年代。この当

時の時代は、なぜ企業は海外直接投資をするのかというのがそもそもの問題設定であり、最先端でし
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た。

　すなわち、海外に進出する企業というのは一部の限られた大企業でした。限られた大企業――た

とえばフォードや GE やユニリーバのような企業がなぜ輸出するだけではなく対外直接投資をするの

か、延々と議論する時代が 1970 年代まで続いていました。

　そこから、より規模の小さい企業も少しずつ国際化をすることが活発となってきました（図表１３

−図表１４）。そのころスウェーデンの小規模な企業を調査していた研究グループがあり、それまで

の研究の中心であったような多国籍企業といわれるような規模ではない企業も、国際経営に参入して

いるという事実を指摘し始めます。こうした企業は、そもそも輸出入をするか対外直接投資をするか

といった選択肢は取りようがない。対外直接投資はリスクが大きすぎるので、まずは輸出入をすると

ころから開始して、だんだん知見を手に入れて対外直接投資をするということを指摘しました。そし

てさらに、80 年代から「いや中小企業でも十分な国際化をしているではないかという議論が、とく

に北欧などの小規模な国の研究者を中心に大きく主張され始めます。

　この議論、小さい企業はそもそも力がないので、段階的に国際化を進めていく、という理解では説

明できない企業があるのではないか、といわれ始めたのが 90 年代です（図表１５−図表１６）。90 

年代に入ってくると『エコノミスト』とか『マッキンゼークォータリー』とか少し格調の高いメディ

アで、段階的に成長していくという理論はそろそろ古いのではないかという観察が目立ち始めるよう

になります。つまり、最初に多国籍企業だけの時代があり、次に中小企業が段階的に国際化するとい

う時代があって、その次に、いや生まれた瞬間から国際経営をしている企業もあるのではないか、と

いう理解に進んできました。

■ 「 いきなり国際化」の時代に

　小さな企業でも、かなりの昔から小規模でありながら国際経営をしているところはありました。た

とえば多国籍トレーダー、商社でなく個人商店、イメージ的には近所のコーヒーショップですね。こ

れはグアテマラからきたコーヒーだとか、キリマンジャロのコーヒーであるとか、世界中から商材を

直接自分たちで購入して販売する小売店は、じつはグローバルな事業を展開していたとも言えます。

しかし、我々が現代直面しているボーン・グローバルは、より進んだ国際経営をしています。世界中

の価値連鎖を活用して製品を作り、それを全世界に販売している。そういう姿が一般的になりつつあ

るという意味で、もちろん昔から小規模な企業も国際経営はしていましたが、現在はさらに進んだ世

界になりつつあるという理解は間違いがないかと思います。

　大企業も、こうした変化に直面しています。（図表１７）一番右側にあるメタナショナルとかグロー

バル統合といわれるような事業モデルを取らざるを得ないといわれはじめています。もはやどの国に

拠点を置くのか、というようなことは関係なくなる可能性すらあります。地球で一つの会社となって
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くると、創業初期から国際展開していくことが必ず必要になってきます。

　では、現状において研究の世界での議論はどうなっているのかという話ですが、すごく端的に申し

上げると、昔は伝統的な中小企業しか存在していなかったわけですけれども、いま申し上げたように

ボーン・グローバル企業が出てきたと同時に、中間のモデルというのがけっこう注目を集めています

（図表１８）。

　たとえば、スモール・インターナショナル・ファーム（図表１９）というのは、急速に成長してい

るわけではなく、すごくニッチに、国内のお客さんにだけ商品やサービスを提供している一方で、世

界中のサプライヤーを活用して競争力を高めている企業が典型例です。

　同時にボーン−アゲイン・グローバル・ファームといわれるような、国際化のタイミングは遅いけ

れども急速に国際展開する企業――日本でいえばユニクロや楽天ですが、そのような企業も同じよう

に着目を集めつつあります。

■ ボーン・グローバル企業には何が必要か

　ではこうした企業には何が必要なのかという議論も盛んに行われています。さすがに 94 年ぐらい

から 20 年あまりたち、たくさんの研究成果が蓄積されてきました。もっとも大きな要因としては、

やはり起業家個人の特性というものが大きく影響しているといわれています。

　この図表の中心にアントレプレナリアル・アクター・パーセプション（起業家個人の理解力）とあ

りますが（図表２０）、さきほどの山田先生の発表でも、年代の影響だったり、バックグラウンド―

―たとえばファイナンスやリサーチの経験が影響しているのではないかといわれていましたが、おな

じようにこうした創業家個人のプロフィールが影響を与えているというのは間違いのない事実として

認識されています。ボーン・グローバル企業というものを成長させていこうとすると、そうした事業

創造のかたちが可能だと関係者に思わせるような力を、起業家個人が持っている必要があります。そ

ういう考え方はどこからくるのか。MBA を海外の大学で取っていることかもしれないし、事業経験

かもしれません。いずれにしろそういった要因を背景として、起業家自身が「海外で戦える」あるい

は「海外で戦わなければいけない」という意識を持っていることが、ボーン・グローバル企業では求

められているといわれています。

　また同時に、ネットワークという概念も重要だといわれています。ネットワークとは何かというと、

さきほどご説明したように、こうしたボーン・グローバル企業というのは単体で成長するわけではな

く、ほかの企業との連携の中で国際化を進めていることがわかっています。すなわち、起業家個人や

その企業自体がどれだけほかの必要な企業につながっているか、それが非常に重要になるのです。

　たとえば、アカデミック・スピンオフであれば「技術はあるが、大切なものだから開示しない」とか「全

部自分たちでやっている」という企業より、技術を開示して世界中にネットワークをつくり、連携を
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図っている企業のほうがおそらく国際化しやすいと理解できるかもしれません。他者とのつながりを

どれだけ活用しているか、それが国際化のスピードにも影響しているといわれています。

　加えて、当たり前と言えば当たり前ですが、どちらかというと海外の市場についての知見をより多

く持っている企業のほうが強いといわれています。それはそうですよね。

　また、商品がどれだけ知識集約的なのかはもちろん、どれだけ国際経営をしなければいけないのか

ということにも関わってきます。わかりやすく申し上げると、バイオサイエンスや太陽光発電は非常

に知見が必要ですので、その知見を背景にして自分の国ではないところでも競争力を発揮しやすいの

は理解しやすいかもしれません。知見が必要な産業であればあるほど、ボーン・グローバル企業は成

長を加速させると思われます。　

　さきほどの図表を拡張したのが、この考え方になります（図表２１）。これは 2016 年に発表され

るのではないかといわれている研究なので、まだまだ煮込んでいるところですが、この辺りまでは、

「ボーン・グローバル企業に何が必要か」といった議論が学会でも固まってきていると考えています。

早期に国際化するが成長速度が遅い企業であったり、ユニクロや楽天のように国際化のタイミングは

遅いんだけれども、そのあとの成長スピードが速い企業も国際新興企業の一部だと考えられるとする

と、おそらくすでに説明した要因以外にも要素を追加しないと説明が難しいだろうと主張しているの

が、このチャートのポイントです。

■ 重要なポイント「リソース活用」

　どういうことかというと、それはリソースです。リソースもしくはケイパビリティー。先ほどの考

え方にあった、知識集約であったり、ネットワークだけではなく、たとえば資本市場から積極的に資

金調達をして、それを最大限に活用して積極的に世界中で買いあさるということでも、国際化は加速

できます。ベンチャーキャピタルから 100 億円以上調達して世界中で同時展開する、というような

事業モデルがありえるためです。

　たとえば、空き部屋を旅行者に仲介するエアビーアンドビー（Airbnd）や、配車サービスを行うウー

バー（Uber）といった企業などは、フィナンシャルリソースを活用することによってボーン・グロー

バルとして大変成功しています。こうした企業まで含めるのであれば、これまでなかなかいわれてこ

なかった「リソース系ファクターを入れていかなければ」という理解に進んできた状況といえるので

はないでしょうか。

　もちろん、ボーン・グローバルという研究領域はまだまだ始まったばかりです。この文章は、私が

言ったわけではなくて、業界の重鎮たちが「ジャーナル・オブ・インターナショナル・ビジネス・ス

タディーズ」（JIBS、ジブス）という国際経営のトップジャーナルに載せた文章です（図表２２）。こ

ういった企業を理解しないともはや国際経営はできないはずなのですが、全然理解されていない。つ
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まり「remains incomplete」であると。まだまだ不完全な理解しかできない状況で、世界中の研究者

が依然として探求を継続しています。

　たとえば、これまでのグローバルというカバレッジ（対象範囲）は先進国だけだったが、それは違

うということです（図表２３）。現代の世界はアフリカや南アメリカまで含めてグローバルとなりつ

つあります。そうすると、これまでのグローバルの定義が変わるので、もう一度理論を検証しなけれ

ばならなくなる。

　さらには、これまでの議論というのは企業それ自体しか見ていなくて、その企業の背景にあるコン

テキスト、CV ともいうのですが――事情や物語――が反映されてきませんでした。たとえば、シリ

コンバレーを日本に当てはめてそのままもってくるというのがありましたし、逆に日本の独自性とい

うものを絶対視するがあまりに、それ以外のところと比較ができず、議論が進んでいないということ

もありました。

　なおかつ、これは学術研究すべてにおいて問題視されているのですが、時間軸が入っていない。ボー

ン・グローバルのポイントは、変化のスピードがものすごく速いことです。創業して５年後に１兆円

の売り上げです。そうなってくると、これまでの学術研究というのはほとんどスナップショットであっ

たために、本当に重要な変化が把握できていない可能性があります。

　そして、もう一つ別の観点からいうと、企業というよりも経営チームの重要性が指摘されつつあり

ます（図表２４）。山田先生のご研究もやはり経営チームということにかなりフォーカスされていま

したが、やはり企業レベルにボーン・グローバルがいるという状況ではなくて、経営者と経営チーム

というものを個人レベルで、より深く見ていかないとわからないのではないかと言われ始めています。

　われわれ研究者が定量調査をしようとすると、どうしても聞けることに限りがあります。年齢とか

職業とか、そういった属性構成のみの分析ではなくて、能力の構成。実際その人が何ができて、どう

いう CV を持っているかということをしっかりと見ていかないと、本来的な意味で、 ボーン・グロー

バルを理解することはできないのではないか、という問題意識が共有されています。

　また、経営学の領域を超えなければいけないかもしれない。経営学のなかには、代表的には、社会

学的なディシプリン（専門分野）と、経営学的なディシプリン、そして心理学的ディシプリンがある

のですが、それらの相互のつながりが弱すぎる。別のディシプリンの知見を活用すれば、より新しい

知見が出るのではないかということも言われるようになっています。

　最後に、いまや創業してすぐ国際化して、20 代で数百億円の売り上げに到達できる可能性があり

ます。なぜかというと、昔は蓄積が必要でした。しかしいまは信頼の蓄積やお金の蓄積、事業の成長

といったものが、優秀な人間にとても集まりやすくなっている。それを背景にして 20 代とか、極論

をいうと 10 代の超優秀な人材が経営の世界に参画しつつある。そういった人たちが入ってくると、

これまで前提にしていた経営者のプロファイル（分析結果）の構造が変わってしまう。これはどうい

う意味なのかと考えていかないと、根源的な理解に誤りが生じてしまうかもしれません。
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■ 時間軸に焦点を当て、経営チームを分析

　ほとんど時間がないので簡単に、では私がどんなことを調べて研究しているのかについても簡単に

ご紹介しますと（図表２５）、いま申し上げたボーン・グローバル研究が不完全であるということを

背景に、どちらかというと時間軸に焦点を当てて、経営チームを分析することから新世代の起業家を

理解しようと研究を進めています。

　端的に言うと、企業の国際化にはこれまでの伝統的な国際化をしているところからボーン・グロー

バルまでの４つのタイプがあるのですが、この４つを「能力」という観点から比較しています（図表

２６）。要はこれまでの研究というのはやはり時間軸を踏まえていなくて、知識とか能力というもの

を一応いってはいるのですが、そこの定義は非常に曖昧で、具体的にどうなっているのか十分に説明

できていませんでした。

　従いまして、異なるタイプを比較して、国際化のペースに本当に影響を与えている能力や知識と、

そうではない知識はどこが違うのか、きちんと明らかにしよう、ボーン・グローバルだけをみるので

はなく、そうではない企業もみることによって、知識という側面で何が違うのか明らかにしようとい

うのが一つの柱です（図表２７）。これまでの研究では知識とか能力の定義が非常に曖昧で、かつ断

片的でした。そうではなくより網羅的に、どういう知識で、どういう経路でということを整理したう

えで、そこだけにしぼった事例研究をして解釈し直すと、よりわかりやすくなるのではないかという

視点から研究を進めています。

　研究にあたっては、とくに時間軸上で何が変化しているのかに着目するために、最大で 3 年程度の

比較的長期の観察を行っています（図表２８−図表２９）。平均的には２年ぐらいのスパンで定期的

に情報収集をさせていただき、A の時点と B の時点で知識や能力に関して、その組織では何が変わっ

たのかを分析しています。 

　サンプルとしては、たくさんの企業をパイプラインに入れたのですが、次第にサンプルとして適切

ではなくなってきてしまい、結果として最終的に４社残りました。初めは 40 社ぐらいいたのですが、

２年後には４社しかなかったということでもあります。

　何が変わったのかをみるときに、全部をみることは不可能ですので、みる視点を絞り込んで分析し

ました。（図表３０）一番上は ｢知見のタイプ｣ で３項目あります。「市場に関する知識」、これは海

外市場に関してどれぐらい知識を持っているか。｢制度に関する知識｣ はそこの制度に関してどれぐ

らいの知識を持っているか。もう一つは「国際化するやり方」ですね。たとえば、関税がどうなって

いるかとか、輸出入する場合どうしたらいいのか。海外展開に関係するこれらの３つの知識のカテゴ

リーにおいて、それぞれの組織の組織的な知識がどれだけ変わったのかを観察しています。

　左側は、こうした知見がどのようなところから手に入ったのかを分類したものです。これも、これ
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までは経験でどうなっているかしかみていなかった調査とか、もしくはヘッドハンティングしかみて

いなかった研究がたくさんあるのですが、それを網羅的に行い、国際化をする前にどれだけ知ってい

たか、国際化してから２年後にどれだけ知っていたかを比較することによって、新しい知見をつくろ

うとしています。

■ できるだけ多くの情報源からアイディアを手に入れ、「変化力」に結び付ける

　こうした分析をした結果として、結果的に何がいえるかというところですが、色々と面白い議論が

できるのではないかと考えています （図表３１−図表３３）。これは今回のカンファレンスの議論に

もすごく参考になるところがあると思うのですが、大きく成長しているボーン・グローバル企業で特

筆すべきは、その変化力であるということです。できた時点の知識レベルというのはあまり差がない

んですね。しかし、２年後を比較してみると、１回つくった組織ルーチンをどれだけスピード感を持っ

て変えることができているか、というのが一番の差につながっています。そして、それらの組織ルー

チンをどれだけ大きく変えられるかに影響しているのは、どれだけ幅広い知見の源を持っているかで

あることがわかりつつあります。

　Experimental とか Vicarious、Searching、Grafting、Cogenital とありますが（図表３０・左側）、

できるだけ多くの情報源からアイデアを手に入れているか、ということがもっとも重要な可能性が指

摘できます。できるだけ多くの情報源からアイデアを手に入れている企業であればあるほど、チェン

ジ・ルーチンといわれるような組織プロセスを変化させていけるプロセスが発達するということでは

ないかと考えています。

　それが発達していけることによって、ボーン・グローバル企業というのはより強く進化して、より

早く成長できている。逆に言うと、国際化に成功していない企業は最初の時点では確かに可能性はあ

るのですが、いろいろな事情によって変化できていない。たとえば、もしアカデミック・スピンオフ

であれば、何をするにしても大学の担当者が合同ミーティングに来て「それはリスクだ、リスクだ」

と言っているような状況ですね。そうじゃなくて、どんどん変えていこう、失敗しても次にいこうと

いう企業であればあるほど、おそらく成功の可能性が高い。

　また情報源に関してさらに面白いのは、日本だけにいて、日本の企業家とだけ会って、それで情報

を取っているよりも、世界中の起業家とアクセスがあって、そことコラボレーションしている企業の

ほうがより強くなります。

　採用に関してもそうです。大企業の経験者しか採用していない企業よりも、世界中から、たとえば

イスラエルの人、イランの人を採用して、それによって事業成長している企業のほうがよりパフォー

マンスが高いという時代になっているようです。

　今現在では、ボーン・グローバルというのは多分、これをしないと戦えない時代になってきていま
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す。そして、ボーン・グローバルができている企業というのは数年で１兆円とか２兆円に成功してい

る。半面、それをしない企業というのは非常に速いスピードで淘汰される時代になってきたというこ

とです。

　従いまして、研究もこれまでの表層的な理解からより中身の研究に変わってきました。なぜ成長が

速いのかを統計的に企業データをみるところから、ガバナンスや知識をつくる仕組みがどのように

なっているのかというところに興味が移ってきています。

　こうした状況を背景にして、私がやっている研究や同僚がやっている研究の最新成果を眺めてみる

と、成功するためにひとつのメッセージが浮かび上がってきます。それはとてもシンプルで、フット

ワークが軽くないといけないという単純な理解です。アカデミック・スピンオフというとやはり税金

が投入されていたり、大学の公的機関としてのレピュテーション（評判）もありますので、なかなか

冒険はしにくいかもしれない。

　ただ、外でリスクを恐れずにどんどんどんどん変えていく組織、どんどん新しい血を入れている組

織、国境とか地域にこだわらず世界中から人を採用して世界中とコラボレーションしているような組

織のほうが、おそらくグローバル化できるようです。

　それでは、グローバル化する世界において、どんなジャンルのアカデミック・スピンオフが必要な

のかというのは、あとでパネルディスカッションのときに議論したいと思います（図表３４−図表

３５）。しかし、少なくとも、アカデミック・スピンオフという特徴の弱みとすら言える部分、リス

クを取りにくい、新しい血を入れにくい、という部分が、一番変えなければいけない可能性があると

いう指摘が、研究成果からも言えるのではないかと思います。

さて、少し時間をオーバーしてしまい、失礼しました。後半少し駆け足でしたが、以上です。

田路　ありがとうございました。



33

「大学発ベンチャーの成功要因と発明者の関与
　　　　　　　――カリフォルニア大学を事例に――」

講師：牧　兼
か ね

充
た か

氏（スタンフォード大学アジア太平洋研究所リサーチ・アソシエイト）

田路　今日ここで牧さんをご紹介できるのはとてもうれしいです。ちょうど１年前ぐらいにここでミ

ニ研究会をやりまして、牧さんの素晴らしいデータをみて「これは早く論文に書いて出してください

ね｣ とお願いしました。

　牧さんはいまアメリカのスタンフォード大学でリサーチャーをされていますが、2015 年９月に

UCSD――カリフォルニア大学サンディエゴ校で Ph.D（博士号）を取られました。おめでとうござ

います。牧さんは慶応大学の SFC（湘南藤沢キャンパス）で仕事をされて、大学を出たあと教科担

当もされ、学生たちを教えてビジネスプランを書かせたりしておられました。そのあとでいろいろあっ

て、結局学位を取りにアメリカの本場に行かれ、そこで素晴らしいデータを見つけ、良い先生と出会っ

て何本も論文のプロジェクトを持っておられました。

　アメリカの州立大学のカリフォルニア大学には幾つも学校があるそうで、そこの知財を使って、ど

うアントレプレナーシップが巣立っているのかというところをお話いただきます。しっかりした定量

データであるということです。日本のイメージでいうと〝公立大学の知財を使って〟というふうに置

き換えていただくと、よろしいかなと思います。いま勤務されているスタンフォード大学は私立大学

ですので、そこの話はもちろん入っていないということです。

ではさっそくお願いいたします。

■ 自己紹介

　ご紹介ありがとうございます、スタンフォード大学の牧と申します。まず最初にお詫びで、講師の

皆さんは日本語で資料を作っていますが、私は２週間前にスタンフォード大学で講演したときの資

料をそのまま使わせていただいておりますので、

すべて英語です。国際シンポジウムとあって ｢

グローバル化する｣ というテーマでもあります

ので、まあ英語でもいいかなと思っております。

よろしく願いします（図表１）。

　もう田路先生がほとんど紹介してくださいま

したが、現在スタンフォード大学にいて、その

前はカリフォルニア大学サンディエゴ校で経営

講演

３

図表1
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学の博士を取りました。あといま科学技術・学

術政策研究所国際客員研究官をやっています。

その前は、慶応大学で大学発ベンチャーの育成

のプラットフォームづくりをやっていました（図

表２）。慶応大学でエコシステムをつくるとい

うことで、アントレプレナー・ラボラトリーと

いうところの事務局長をやっていて、ここから

スピンオフする形でインキュベーション施設を

作ったり、コンテストが生まれたり、メンター

の制度ができたり、かなりグローバルに認知さ

れる存在になっていました（図表３）。日本の

大学にいてもこれ以上は学べないなと思って、

2010 年にアメリカに渡りました。

■ ロゴの共通点

　今日お話する研究は、私とUCSDにいるヴィッ

シュ・クリシュナン、UC デイビスにいるマー

ティン・ケニーの３人の共著論文です。

　アメリカの有名なベンチャー企業をいろいろ

並べていますが、さて共通点は何でしょうか（図

表４）。アメリカ式になるべく双方向で進めたい

ので、どなたか手を挙げていただければ――。

（聴講者の「シリコンバレー」に答えて）厳密に

いうと違うかな、アカマイは違うかな。クアル

コムもシリコンバレーじゃないです。（別の聴

講者「IT ベンチャー」に答えて）多分ジェネン

テックが違う。――これクイズとしてはとても

良い選択ですね。答えは大学発ベンチャーです。

どの企業も大学の研究に基づいて生まれたベン

チャー企業です。

　今日お話する大学発ベンチャーの研究がなぜ

重要かというと（図表５）、これはスコット・シェ

図表4

図表5

図表2

図表3
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インというこの分野の第一人者の説ですが、ま

ず、通常のベンチャー企業に比べて大学発ベン

チャーのほうがパフォーマンスの高い会社が多

いので、その研究をしっかりやることが重要だ

ということ。もう一つは、大学からベンチャー

が生まれなければ、ほかに商業化する人が誰も

いないので、本来であれば埋もれてしまってい

る研究成果をビジネス化できる、だから研究が

重要なのだ、ということで大学発ベンチャーの

研究がアメリカでとても盛んです。

　さて、今度はシリコンバレーの IT 関連のほ

うですが、グーグルの創業者は誰でしょうか（図

表６）。ご存じの方、手を挙げていただけますか。

（数人が挙手する）けっこう少ないですね。――

わかりました。これによってオーディエンスの

傾向がよくわかります。グーグルの創業者がパッ

と出てくる方いらっしゃいますか――（聴講者

から ｢ラリー・ペイジとセルゲイ・ブリン」と

いう声）――そうですよね。それでは、シスコ

システムズといえば同じくらいシリコンバレー

で有名なベンチャー企業で、大成功した企業で

すが、この会社の創業者をご存じの方、どれく

らいいらっしゃいますか。――一人いらっしゃっ

た。サンディ・ラーナーとレオナルド・ボサッ

クです。

　なぜグーグルの創業者を知っている人はあれ

だけ多かったのに、シスコシステムズの創業者

を知っている人はほとんどいなかったのか。な

ぜだと思いますか。

■ 発明者の大学発ベンチャー関与をめぐる論争

　シスコはセコイアキャピタルというベン

図表6

図表7

図表8

図表9
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チャーキャピタルから資金調達をした直後に、

創業者の二人がクビになっているんです。なの

で、みんな知らない。二人とも創業者であると

同時に、最初のコアテクノロジーの発明者だっ

たわけですが、発明者自身の大学発ベンチャー

への関与が、ベンチャー企業の成功に結びつく

のか、もしくは失敗の原因となっているのか。

これがどちらなのかということが、今日の私の

話のそもそもの問題意識です。この分野の研究

は大学発ベンチャーの研究の中でも本丸中の本

丸で、長い間論争があってまだきちんと結論が

出ていない分野の一つです。

　もう一個（図表７）、これはまたあとで詳しく

説明しますが、カリフォルニア大学から生まれ

たベンチャー企業、これ全部 IPO（株式公開）

したベンチャー企業です（RENOVIS,AMYRIS,e

kso,gevo,KYTHERA）。これをちょっと分類して

みると、左の３社は立ち上げの段階から発明者

が創業者として関与したベンチャー企業です。

　右側は、発明者が一切関与しなかったベン

チャー企業です、特許のライセンスは取得して

いますが。これからいえることは、発明者が関

与している場合も関与していない場合も、両方

とも成功する事例があるということですよね。

　多くの「発明者が大学発ベンチャーに関与す

ることが重要だ」といっている研究者の多くは、

さっきの山田さんの講演にもありましたが、た

とえば暗黙知を含めて知の移転が図られる、特

許をライセンス化するだけでは不十分なので、

実際に発明者が関与することによってより知識

の移転が図られる、と主張しています。一方で、

アカデミアの人はビジネスがわかっていないの

で、そういう人が関与すればするほど邪魔にな

図表12

図表13

図表10

図表11
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るだけだ、という主張もあります。

　この２つの説はどちらも正しそうな感じがし

ますよね。この研究でやりたいことは、２つの

矛盾する観点をどうしたら両立させられるのか

ということです。今日このワークでのお話は、

両立するという説明です。

　議論につながるような質問はパネルのときに

していただきたいのですが、私の研究に関する

前提を理解していただかないといけないので、

確認的な質問があれば随時、ぜひ手を挙げてい

ただければと思います。

　それでは、今回はモデル（図表８）がけっこ

う複雑なので、初めに大きな結果だけをご説明

します。この結果を頭に入れていただきながら、

あとで細かい説明をしますのでそのマッピング

をお考えいただければと思います。

　まず、発明者の関与。大学発ベンチャーの成

功というのはいろいろな定義があって、今回わ

れわれが使うのはサバイバル（生き残ること）、

つまりある期間がたってその会社がつぶれてい

ないかどうか、ということをみています。これ

がその「サバイバルレート」（生存率）です。

　もう一つがサクセスフルエグジット。つまり、

IPO、もしくは M&A を達成するか、というこ

とです。この２つを最終的なゴールとしていま

す。

　さて直接の影響を見てみると、「発明者の関与」

というのは、サバイバルすることにはプラスの

影響があります。しかし、IPO や M&A には直

接的な影響はありません。これが一つ目の発見

です。

　続いて、これだけでは面白くないので、間に

マイルストーンを入れてみる。ベンチャー企業

図表14

図表15

図表16

図表17
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はいきなり成功するわけではなくて、幾つかの

ステップがあります。特に今回、ファイナン

シャルのステップを幾つか入れているのですが、

ステップを入れてみると、発明者の関与という

のは途中のあるステップまではプラスの影響が

あって、このステップを実現することで後半の

サバイバルやサクセスフルエグジットにプラス

の影響がある、ということがわかりました。

　まとめると、サバイバル自体には発明者の関

与はアシストする、つまりプラスの影響がある。

一方で、IPO や M ＆ A、成功と呼ばれるものに

関してはおそらく途中のステップまではプラス

にはたらき、そのあとというのは特に関係がな

い、ということがざっくりといえます。

　（質問：山田氏「living dead、死に体、ゾンビ

状態の企業が日本での研究の経験上、観測され

るのですが、その場合はどう扱いますか」――

今回のデータセットではサバイバルに入ってし

まいますが、アメリカの場合、比較的、うまく

いかなかった会社をたたむことが多いので、日

本より living dead 的なものははるかに少ないと

思います。）

■ 既存研究の限界――データセットの不足

　では詳しくお話していきます。

　この分野の研究がなぜ難しかったかというと、

やはりデータセットの問題なんですね（図表９）。

いままでは大学発ベンチャーのデータセットを

つくる人がほとんどいなかった。ですから、い

ろいろ問題がありました。まず一つはサンプル

サイズが小さい。たとえば 30 社のデータベース

をつくっても、定量分析ができないわけです。

図表20

図表21

図表18

図表19
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さらに、コンプリヘンシブであること、つまり

いろんな変数が入っていないとだめで、先ほど

説明した中間のマイルストーンの部分を分析で

きるデータがなかなか入っていなかった。それ

から一番大きいのはサクセスバイアスです。デー

タセットをつくるとすると、いま残っているベ

ンチャー企業のデータしか集められないですよ

ね。そうするとバイアスのかかった分析になっ

てしまいます、どうしてつぶれたのかを知りた

いわけですから。ですから、いままでは多くが

ケーススタディーによるアプローチでした。

　今回われわれは「カリフォルニア大学ユニバー

シティ・スタートアップ・データセット」を使っ

ています。これは 2000 年以降のカリフォルニア

大学の特許に基づいたベンチャー企業がすべて

入っているデータセットです。600 社ぐらいあっ

て、いま説明したような問題が解決されていま

す。

　というわけで、この流れで、どんな仮説があっ

て（図表１２−図表１５）、どんなデータセット

で、どんな結果があったかということを簡単に

ご説明します。

■ ３つの中間変数

　最初は中間ステップの話です（図表１０）。こ

の研究では３つの中間ステップを入れています。

一つ目が SBIR（エスビーアイアール）ファンド

――国からの補助金を受けているか。二つ目が

ベンチャーキャピタルからの投資を得られてい

るか。三つ目がファーストセールスで、プロダ

クトを出荷して最初に売り上げが立ったか。こ

の３つを中間変数として使っています。

図表22

図表23

図表24

図表25
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　SBIR（図表１１）という言葉を存じではない

方、手を挙げていただけますか。――ほんとは

もっと多いかなと思ったのですが。手を挙げな

い方もたくさんいたような気がします。（聴講者

｢日本にも似たようなものがあるのですが、私も

会社で調べたら日本とアメリカでは全然違うん

ですね。勘違いしている方が多いかもしれない

です｣）――そうですね、そのとおりです。多分、

アメリカのまねをした日本の政策のうち、最も

似て非なるものが SBIR なのではないかと私も

思っています。

　アメリカの SBIR は、NASA とか DOD（国防

総省）とかファンディングエージェンシーが連

邦政府の研究費を出すときに、全体の予算の２・

８％は中小企業に出さなければいけないという

ことを義務付けた法律です（ちなみに日本では

努力目標になっているので、まずそこがきちん

と成り立っていない）。いろいろな工夫があって、

SBIR のフェーズ１、フェーズ２のような形で、

最初にブルーコンセプトファンドで 1500 万ぐら

い出し、そこでプロダクトができたら１億ぐら

い出す、というようなことが仕組みとして成り

立っています。これが実は、アメリカが大学発

ベンチャーをたくさん生み出せている大きな要

因の一つなのではないかという説もあります。

　今日解析していることは「発明者の関与が最

終的にサバイバルレートにどう影響していくか」

ということです（図表１２−図表１５）。３つの

中間の媒介変数が最終的な影響を与えているか

どうか。もう少し別の言葉でいうと、この３つ

が存在するおかげでサバイバルレートが上がっ

ているのかどうか、ということを分析していま

す。まずサバイバルレートですが、サクセスフ

図表26

図表27

図表28

図表29
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ルエグジット――IPO や M ＆ A が達成される

ときにこの３つの中間変数のおかげでその確率

が上がるかどうか、専門用語で「ミディエーショ

ン」といいますが、それを調べます。

■ カリフォルニア大学ユニバーシティ・
　 スタートアップ・データセット

　ここで、データセットの話をしておきます（図

表１６）。2000 年からスタートしていて、2000

年から 2013 年までに 541 社生まれています。日

本の大学発ベンチャーの 1000 社構想という話で

いうと、その半分くらいがＵＣ単独で 10 年間に

生まれているわけですね。ちなみにちょっと減っ

ているのは数が減っているわけではなくて、６

月でデータを集めるのが止まっているだけです。

ただリーマンショックの影響で多少は減ってい

るでしょう。

　このデータベースは会社の名前、ファウンダー

の名前、特許の発明者の名前、そのファウンダー

が学生か教員か、もしくは外部の人なのかとい

うデータや、いつ何年に生まれていつエグジッ

トして、どうしてエグジットしたのか、現在ど

うなっているのか、プロダクトがいま生まれて

いるか、SBIR が入っているかなどの情報が包括

的に入っているデータです。（図表１７）。

　UC（図表１８）について皆さんはバークレー

校とか UCLA とか聞いたことがあるかもしれま

せんが、キャンパスが全部で 10 個あり、大まか

に言うと日本の旧帝大が全部入っているぐらい

の規模の大学システムと思っていただければと

いいと思います。日本の大学発ベンチャーを考

えると、　カリフォルニアに当てはまるくらいの

図表30

図表31

図表32

図表33
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サイズになっているということです。

　10 個のうち６つのキャンパスは、グローバル

な大学ランキングのトップ 50 に入っています

（図表１９）。事実上、世界最高水準の大学が集

まったシステムだということがいえると思いま

す。UC の中で講演するとお互いライバル意識

を強烈に持つんですが、大学発ベンチャーの数

は UCSD が一番多くて、バークレーは３番目な

んです（図表２０）。なぜかというとバークレー

は医学部を持っていないので病院がないからで

す。そこからいうと、連邦政府からもらってい

るグラントのサイズとベンチャーの創出という

のは大体同じという感じです。

　分野はバイオメディカル、IT、その他で、バ

イオメディカルが 60％ぐらいです。ご注意いた

だきたいのは、特許ベースなので IT が少なく

なっているということです。特許に基づいてい

ない大学発ベンチャーと呼ばれるものは当然た

くさんありますが、それらは入っていない。そ

ういう意味ではバイアスがあるといえますし、

大学発ベンチャーの定義によるということだと

思います。

　541 社のうち、IPO をした会社（図表２１）

は 14 年間で何社ぐらいあると思いますか。日

本でも経済産業省が大学発ベンチャーを３年で

1000 社つくると言ったあと、「IPO 100 社構想」

というのを一時期やりました。それを参考にし

ながら、ちゃんと IPO したのは何社ぐらいだと

思いますか。（聴講者から「50 社」の声）――

なるほど。では 50 社より多いか少ないか。答え

は５社しかないんです。これはいろいろなこと

を物語っているのですが、この 10 年間、いかに

アメリカにおいて IPO がエグジットの指標では

図表34

図表35

図表36

図表37
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なくなっているのかということがおわかりいた

だけるかと思います。

　それでは M&A は何社ぐらいだと思います

か。どうですか――答えは 43 社でした。ざっ

くり言って、成功したエグジットをしているベ

ンチャーというのは 500 社のうちこれだけしか

ない。これしかないといっても１割くらいある

ので、そんなに悪くはないともいえます。ただ

IPO がこんなに少ないのは不思議です。

　成功分野におけるサバイバルレートと、サバ

イブした会社がどういう分野だったかというの

が左のチャートで、右側が IPO と M&A で分野

別にどういう割合かをみたチャートです（図表

２２）。ベンチャー企業のもともとの構成とほぼ

変わらないのですが、IPO と M&A になると IT

が多くなる。これはそうだよなという感じです。

ライフサイエンスもそうです。

■ 分析手法

　サバイバルレートの分析（図表２３）で、ど

んなことをやったのかというと、まずサバイバ

ルしたかどうか。そのベンチャー企業がつぶれ

たかどうかというのは、ちょっとこの分析の段

階ではデータ設定の制約があって、ゼロイチ、

つまり、いつつぶれたかのデータがなかったの

で、プロビットという表を使っています。

　サバイブしたかどうかが従属変数で、発明者

の関与というのが説明変数です。そのあといろ

いろコントロール変数を入れています。たとえ

ば業種とか、シリコンバレーにあるベンチャー

企業は特別なんじゃないかということで、キャ

ンパスごと、あとはその会社の生まれた年など

図表38

図表39

図表40

図表41
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です。発明者の関与というのはどうやって定量

化するかという議論があるのですが、この研究

では割合を使っていて、特許の発明者の中で発

明者かつベンチャー企業のファウンダーになっ

た人を、発明者の総数で割っています。発明者

の中で創業メンバーに入っている人の割合とい

うことです。その割合が高ければ高いほど、よ

り発明者のコミットが高いという定義で分析を

しています。この分析が適切かどうかについて

は、必要に応じてお答えはできます。

■ 分析結果

　結論（図表２４）からいうと、まず「発明者

の関与」については、サバイバルレートにはプ

ラスの影響を与えています。中間変数として、

さきほど説明した SBIR、つまり中小企業に特化

した国からの補助金を得ているベンチャー企業

は、サバイブする確率が上がっている。同様に、

ベンチャーキャピタルから投資を受けている企

業、これもサバイブする確率が上がる。最後、

ファーストセール、プロダクトが生まれて売り

上げが出ているところ、これは差がないという

ことがわかる。まあこの辺はそれはそうだろう

という感じです。

　もう一つ、今度は「中間ステップへの影響」

を調べてみると（図表２５−図表２６）、発明者

の関与が高ければ高いほど、SBIR の取得ができ

る確率が上がります。おそらく、研究者がより

多いほうが、SBIR のプロポーザルを申請しよ

うと思うモチベーションが高まるということと、

おそらくプロポーザル自体のクオリティーが上

がるということだろうと思います。

図表42

図表43

図表44

図表45
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　二つ目はベンチャーファンディング。これに

ついては発明者が多く関与していても、ベン

チャーキャピタルから投資を受けられる確率は

まったく変わりません。ベンチャーキャピタル

はみていないということです。ファーストセー

ルスに関しては、発明者の関与が高ければ高い

ほどプロダクトがローンチする（世に出る）確

率が上がり、かつそのスピードが速まるという

ことがわかります。多分、暗黙知の移転などで、

特許の移転以上にプロダクトがつくりやすくな

るんでしょう。

　ほかにもいろいろ分析していますが、面白い

結果だけを出すと、生物医学分野だけファース

トセールスにはマイナスの影響があります。つ

まり、バイオ産業はほかの業種に比べてプロダ

クトをつくりづらいということです。

　ミディエーション・テストの話は飛ばし（図

表２７−図表２８）、ざっくりまとめると（図表

２９）、発明者の関与はサバイバルレートの向上

に直接の影響はない。SBIR とファーストセール

スが、中間変数としてこの影響に関与している。

つまり、発明者の関与が高いほど、SBIR を申

請して取得できる確率が上がるので、その結果、

サバイバルレートが上がる。ファーストセール

スも、プロダクトローンチも同じ、というのが

このサバイバルに関する因果関係です。

　続いて、サクセスフルなエグジット（図表

３０）。これもほぼ同じようにやっているのです

が、少し分析の方法を変えています。なぜかと

いうと IPO と M ＆ A は簡単に日付けを取れる

ので、もう少し期間をコントロールしています。

　まず、発明者の関与は直接影響がないという

ことがわかりました（図表３１）。ただ SBIR

図表46

図表47
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ファンディングというのはサクセスフルなエグジット――IPO や M&A にプラスの影響があり、ベ

ンチャーファウンディングにもプラスの影響がある。プロダクトができたかどうかは関係ない、とい

う結果が出ました。

　それから、この分析（図表３２−図表３４）では、エグジットの時点でベンチャー企業が何歳か、

つまり何年ぐらいたっているのかというのを変数に入れているんですが、長く生きれば生きるほど成

功確率が下がることがわかりました。早く成功することが重要だということがこの結果からは出てい

ます。SBIR の確率も、ベンチャーキャピタルの確率も、プロダクトができる確率も、すべて「若い

ほうが確率が高い」ということがいえます。

　生物医学分野はマイナス、要は成功しづらいということもわかります。

■ 結論

　結論（図表３５−図表３６）からいうと、こんな関係のモデルで、発明者の関与はサクセスフルな

エグジットには直接の影響はない。ただ SBIR とファーストセールスには影響がある、というのがざっ

くりした結論です。エビデンスは弱いですが、SBIR ファンディングを介して、発明者の関与という

のがサクセスフルエグジットに貢献している可能性がある、ということはなんとなくいえるようです。

　また、ベンチャーキャピタルファンディングが、発明者の関与と SBIR ファンディングにマイナス

の影響があるという、とても不思議な状況になっています。

■ ３つのマイルストーンの生起順序

　さらに、３つのマイルストーンは、実際どういう順番で起きているのかということを調べてみま

した（図表３７）。SBIR はベンチャーキャピタルから資金をもらえない段階でプロトタイプをつく

るためなので、プロダクトの売り上げを出すより前にあることが多いのではないか、などいろいろ

な仮説があります。実際にこのデータで、どういう順番でどういう傾向があったか調べてみたとこ

ろ、SBIR ファンディングはベンチャーキャピタルの前だという証拠はありました（図表３８−図表

３９）。プロダクトのローンチはベンチャーキャピタルよりも前、という証拠もありました。ただ、

SBIR ファンディングとファーストセールス――プロダクトについては、どちらが先かいう証拠は見

つかりませんでした。ほんとうは、ここに一番関係があってもいいはずなのですが。さらにいうと、

SBIRがほんとうにうまく機能しているのかという議論もあります。また、ベンチャーキャピタル・ファ

ンディングの前にプロダクトを持っているところがあるというのは、ちょっと面白い点です。

　ちなみに、IT とバイオにどんな違いがあるかということも調べることができたので、お話してお

きます（図表４０−図表４１）。さきほどの結果は、ほとんどライフサイエンスで成り立っていて、
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IT ではあまり成り立っていません。また、先ほどは発明者の関与について、何割ぐらい関わったか、

つまり割合にしていましたが、それを０or １で、つまり一人でも関わったかどうかという変数に変

えてみると、ベンチャーキャピタルは、発明者が一人関与しているかどうかはとても気にするけれど、

何人関わっているかは気にしないということがデータからいえます（図表４２）。

　というわけで、発明者の関与は、スタートアップの成功に関して、ある一部分においてはとても重

要です（図表４３）。SBIR やファーストセールス、あとサバイバルレートを上げています。また、ベ

ンチャーファンディングに対しても間接的な影響はある、ということがわかりました。

　ただし、直接的にはサクセスフルなエグジットには関係ありません。ですから、発明者の関与とい

うのは、おそらく中間のマイルストーンまでプラスの影響になり、このデータだけではいえないので

すが、潜在的可能性として、後半はむしろやめていただいた方が成功確率が上がるのではないか、と

いうことはなんとなくわかりました。

　結論として、最初に申し上げた「創業者が関与したほうがいい」という説と「邪魔をする」という

２つの説は、このマイルストーンを間にはさむことで両方正しいと説明できる、ということを今日は

お話しました。

■ SBIR についての仮説

　さきほどベンチャーキャピタルと SBIR はマイナスの影響がある、という話をしました（図表

４４）。もう少し分析をしなければいけないのですが、もしかしたらアメリカの大学発ベンチャーの

なかで、SBIR を目指しているベンチャーと、ベンチャーキャピタルを目指しているベンチャーとい

うのは、全然別のベンチャーなのではないか。いままでみんな SBIR を取ってからベンチャーキャピ

タルを取るという順序をイメージしていましたが、そもそも違う可能性があるのではないか。

　まだ仮説段階ですが、成長の低い大学発ベンチャーと、高成長の大学発ベンチャーがあるとします。

発明者がたくさん関与する大学などの中には、研究費を取るために SBIR ばかり申請し、サバイブす

るということが目的化する。一方で、成長率の高いベンチャー企業というのは、発明者がそれほど関

与せず、ベンチャーキャピタルからの投資を得て、IPO や M&A を目指す。多分、こういう全然違

う２つのタイプがアメリカにも存在する。日本はもっとひどいかもしれない。そういう分類ができる

のではないかということが、このデータからわかります。

■ 発明者の関与についての示唆

　今日は実務家の方も多いので、少し繰り返しになりますが、まとめると（図表４５）、発明者の関

与は途中までが重要だということなので、最初から発明者とどんな約束をしておくかということがと
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ても大事でしょうし、途中で創業チームを入れ替えることを、最初から考えておいたほうがいいとい

うことになります。

　（聴講者が「サバイバルの定義は何年ですか」と質問）――一番長くて 14 年、一番短くて１年、平

均でいうと７年ぐらいです。もう少し詳しい分析をいまやっているところです。

　投資家としては、おそらく、その大学発ベンチャーが高成長か低成長なのか、いかに最初に見極め

るかが重要でしょう。また、SBIR とベンチャーキャピタルのマーケティングは代替物、代わりのも

のであるということです。

　これから私のやろうとしている研究（図表４６）は、グローバル化につながる話なので、少しふれ

させていただきます。シリコンバレーというのはいろいろな意味で特殊で、グローバル化するという

キーワードがそもそもあまりないような気がします。現にいまグローバル化が起きているからです。

研究テーマの一つは、ベンチャー企業の発明者たちのなかにどれくらい移民がいるのか、ということ

です。日本の皆さんは、移民というと、アジア人が多い印象を持っているのではないかと思いますが、

軽く分析したところでは、驚くほど東欧から来ている人が多い。

　もう一つは助成金で、研究費の財源がどのような形でグローバル化していくのか考えることは、と

ても大事な問題だと思います。よくみてみるとアメリカの場合、特に DOD、NASA がソースとして

は断然多いのですが、外国のファウンデーションから入った研究費で生まれたベンチャーというのも

増えています。また、日本の大学との共同研究で生まれた知財がもとになった大学発ベンチャーもあ

ります。ここがどれだけグローバル化していて、海外のソースを頼っているかということと、成功確

率の関係は、面白いテーマだと思っています。多分この２つが、私のやっている研究のうち、データ

としてみればグローバル化につながるステップかと思います。

　ありがとうございました。
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「スウェーデンのアカデミック・スピンオフ輩出」
講師：田路 則子（法政大学経営学部教授、イノベーション・マネジメント研究センター所長）

　私が最後の講演になります。新ネタで今日は初めてスウェーデンのお話をします。

■ スタートアップの類型：知識ベース型／知識集約型

　まず、自分の先行研究がよって立つプロポジション（命題）の説明をしたいのですが、グローバル

化するスタートアップ――アカデミック・スピンオフですが、そのスタートアップも２つに分けてい

ます。一つが Knowledge based firm、もう一つが Knowledge intensive firm といいます。日本語に

訳すと知識ベース型と知識集約型です。

　すごく単純な言い方をすると、ベース型はかなりラディカル・イノベーション（画期的な技術革新）

に近く、知識集約型というのはインクリメンタル・イノベーション（漸進的な技術革新）だと思って

いただけばそんなに間違ってはいないです。

　しっかりした定義がありまして（図表１）、知識ベース型は特定分野、それもかなりサイエンスベー

スとなる分野だと思ってください。一番ぴった

りくるのはライフサイエンス、バイオとかメディ

カルツールだと思いますが、こういった領域で

極めて高い専門性の実現を目指すもの。「コア・

コンピタンスや競争優位性を有すると外部から

認定される」技術だと。つまり、きっちり知財

で守られているという世界ですね。「この薬がで

きればがん患者がいなくなる」というとわかり

やすいと思います。ですが、実際のところあま

り数はありません。

　2000 年に Autio というフィンランドの研究者

が『Knowledge Based, Knowledge Intensive』

という論文を書いて、コンセプトを定義して、

定量研究をやっているのですが、ナリッジベー

スとおぼしきものがフィンランドの中にはあま

りなくて、きれいに（結果が）出ないんですね。

ですから、コンセプトは提示するけれど、定量

講演

4

図表1

図表2



50

研究するほどなかなか数がないというのがフィ

ンランドでの実態です。実は私もスウェーデン

でやってみましたが、ほとんど見つからなかっ

たというのが結論です。

　知識集約型についてですが、こちらはそんな

には事業化、商品化するのは難しくない。「新製

品開発、生産性向上、提供方法の改善を目指す」

というものです。

　もう少し詳しい定義になりますと、知識ベー

ス型（図表２）では、「特定分野での極めて高い

専門性の実現を目指す」「大学や大企業の持つ技

術シーズを利用し、事業化する」ことがすごく

多い。やはり、きちんと特許化されているとい

うことです。

　それに対して、知識集約型（図表３）という

のは「個別のお客さんのニーズに応えることや、

地域性を考慮した製品設計をすることに重きを

置く」、いわゆるニッチをねらうこと、「既存企

業の事業の隙間をねらう製品や市場設定をする」

ことが多い。お客さんが〝こういうのが欲しい〟

というと、できるだけ早くフレキシブルに対応

して早く提供する。そこにベネフィットがある、

こういうビジネスを展開しているというイメー

ジです。

　こういう二つの類型に分け、それぞれグロー

バル展開するときにどんな違いがあるのか、こ

れが私のプロポジションで、学会で論文採択さ

れており、データはイギリスのケンブリッジを

使っています（図表４）。ケンブリッジでは、

知識ベース型の企業はちゃんと見つかりまし

た。「知識ベース型の標的市場は設立当初よりグ

ローバル市場であり、急速な市場浸透を目指す」

と。そういうときにどうやって資源調達をする

図表3

図表4

図表5

図表6
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か。ヒト・モノ・カネはどうかというと、広範

な技術も資金も人材もすごくグローバルで、大

陸を越えると思ってください。ケンブリッジの

例でなるほどと思ったのは、良いものに対して

はアメリカのベンチャーキャピタルは投資する

し、ライフサイエンスで、アメリカで２回ぐら

いIPOを達成させたプロの経営者がCEOになっ

てイギリスに来る――そういうことがみられま

した。

　そうではない知識集約型というのは、いきな

りボーン・グローバルは難しくて限定的なグロー

バル志向です。必ずしも本社所在地で販売を始

めるわけではないかもしれない。隣の国かもし

れないけれど、ある限定的な市場に参入するこ

とで始め、それでも伝統的な中小企業よりはは

るかに早くグローバル化していくということで

す。こちらの資源調達は、ヒト・モノ・カネはベー

ス型に比べるとそんなにグローバル度は高くな

い。これが私のプロポジションです。

　ではスウェーデンはどうかという話を今日は

したいと思います。

■ スウェーデンと日本の基礎データ比較

　まずスウェーデンというのはどんな国か（図

表５）、改めてみてみますと要するに日本の 10

分の１なんです。国の面積も人口も 10 分の 1、

GDP 全体でみてもそうですね。ただ国民一人当

たりの GDP は違うということです。

　今日ちょうど日経新聞に OECD の中の１人当

たり名目 GDP の順位が出ていて、日本は 20 位

です。19 位から１つ下がりました。スウェーデ

ンは６位でした。基礎データを比較してみると、

図表7

図表8

図表9

図表10
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いろいろ差があります。経済成長率はここ５年

間ぐらいの平均を取るとこれぐらい差があって、

スウェーデンのほうが高いですね。社会保障費

は同じくらいですが財政収支が大きく違う。安

倍政権が大変だというのはここでわかるわけで

すね。

　国際競争力ランキングでみると、スウェーデ

ンは高くなっています（図表６）。IMD のラン

キングもスウェーデンは９位ですね。日本は 27

位ということです。インターネットの普及率は

ほぼ同じ。公的教育費支出が違いますね、ス

ウェーデンの GDP 比６・８％に対し日本は３・

８％です。

　ちなみに、大学入学費用はスウェーデン人が

スウェーデンの大学に行くのであればゼロです。

大学１年から博士号を取るまでゼロです。これ

はすごいことで、彼らに言わせると大学院に行

かないのは損なんですよ。子どもを大学院に行

かせないのは損だと。山ほど税金を取られてよ

その子の教育に使われると思ったら腹立たしい

わけですよ。大学はほとんど私立大学ではなく

て国立大学です。実際にどれくらい税金を取ら

れているのかというと、給料の半分は取られま

す。だけど、年金で生きていけるということで、

驚くことに彼らはほとんど貯金をしない。国が

面倒を見てくれると信じている。それがある時

に年金が減らされると大騒ぎにはなったのです

が、それでも日本よりははるかに保障されてい

るんですね。

　女性の就業率というのはスウェーデンは 88・

８％、日本は 69・３％あります。日本の女性の

就業率はかなりインチキで、非正規雇用を含ん

でいることは間違いない。これが大きい差。法

図表11

図表12

図表13

図表14
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人税の差があるのはこのとおりです。ただ研究

開発支出は GDP に対しては同じと、まあこうい

う国なわけですね。

■ ヨーテボリのアカデミック・スピンオフ

　今日お話するのはヨーテボリ、英語でいうと

ゴーセンバーグという街です（図表７）。ストッ

クホルムから離れているので、電車や飛行機の

国内線で移動するという位置にあります。古く

は造船などで栄えた工業都市です。スウェーデ

ン第２の都市ということになっています。古い

大学として有名なウプサラ大学はこのあたり。

国土は長いですけど基本は南のほうに都市が集

まっています。

　では、ヨーテボリのアカデミック・スピンオ

フの話に入ります（図表８）。工学系のチャルマー

ズ大学というのがあります。日本でいうと東京

工業大学にあたるものです。そこに MBA では

なく「スクール・オブ・アントレプレナーシップ」

という起業家養成大学院があって、学生たちが

プロジェクトをするんです。マスター２年のリ

アルなビジネス実践です。そこからスピンオフ

が出てきます。

　もう一つ、ライフサイエンス系の大学があり

ます。ゴーセンバーグ・インターナショナル・

バイオサイエンス・ビジネススクール――彼ら

は GIBS と呼びます。この GIBS のビジネスス

クールから出てくるプロジェクトもあります。

もう一つ、知財のマネジメントを教える大学院

もあって、３大学が連携して、１年生の間はマ

ネジメントを学ぶ共通科目を勉強します。

　三つ目は、学内研究者の技術シーズを利用し

図表15

図表16

図表17

図表18
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た起業を大学の教員がやってもいいということ

で、こうしたスピンオフが若干あります。あと、

ほかの大学とか民間企業――ヨーロッパのほか

の大企業から「自分たちは使わないこのシーズ、

どうですか」と持ち込まれることがあるので、

それを使って起業したアカデミック・スピンオ

フも入れています。

　今日はあまり時間がないので、サポートのシ

ステムを少しだけ説明しますと、ちゃんとイン

キュベーター（起業支援制度・設備）があります。

大学院２年生のときにプロジェクトをやるのは、

学内の一角のプロジェクト室という大きな教室

です。インコーポレーションということで設立

されると、インキュベーターに入れる仕組みに

なっています。

　授業料はもちろん無料です。大学の環境もあ

りますが、国の助成金（VINNOVA）や政府のロー

ン（ソフトローン）が彼らの生活をサポートす

るわけです。そのお金を生活費に使っていい。だから安心して起業している。ほとんどリスクはない

ですね。リスクを感じているという言い方はしなくて、ある学生に言わせると ｢国がお金を出してく

れて起業もさせてくれて、博士課程に行きながらでいいから起業しないのは損だ｣ みたいな勢いです。

日本とだいぶ状況が違うということをわかってください。

　やっぱり人間の数が少ないですからね。また、大学院への進学率はほんとうに高くて、日本とは比

べものになりません。

■ 起業の成果

　成果ですが、1998 年に始まって 2013 年までの間に 43 社設立されています。７～８割くらいはま

だ生きています、サバイブです。何となく生きているというようなものもあります。ベンチャーキャ

ピタルがあまり投資していないので、売り上げを上げろとか閉鎖しろとかいう話になっていないため、

何となく残っているようです。創業者は何をしているかというと、また別の２社目、３社目をやった

りしています。元いた会社はどうなっているかというと「後輩に練習でやらせている」とか、そうい

うノリです。

図表19

図表20
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　その成果ですが、知識ベース型でラディカルイノベーションに成功したというのは実は３社もない

んじゃないか。７社が出口を迎えていまして、牧さん流に言うと、「スウェーデンって確率いいじゃ

ん、43 分の７なんだから」という感じですね。うち１社は、ほんとうに形の上だけですが、スウェー

デン国内で株式公開しています。

　比較的サイエンス度が高い２つの会社を紹介します。１つ目は PARANS SOLAR LIGHTING とい

うクリーンテック分野の会社です（図表９）。建物の屋上にソーラーパネルを付けて太陽光を集めます。

こうして自然光を回してきて、屋内でみんなが使うという方法です。昼間しかできないので、夜にな

ると普通のライトに変わります。一応、チャルマーズ大学の教員が特許を持っていて、それを使いま

した。

　スウェーデンというのは日照時間が少なく、冬になるとほとんど２時間ぐらいです。そういう所で

あるからこそ、こういうアイデアが出てきたのだと思います。資金調達は地元の投資会社、それから

コンテストの賞金がわずかに入ります。一応、2008 年にスウェーデンの株式市場に公開しましたが、

日本流にいうと店頭公開ぐらいのレベルです。ただ、いろいろなところと取り引きした実績があり、

ヨーロッパ、アメリカ、アジアの 25 カ国に納入しています。

　スウェーデンでは学部は３年、大学院は２年です。その２年生の終わりぐらいに起業するので、起

業時の年齢は 23 歳です。特徴的なのは、そこに大人がボードメンバーで入ることです。その業界の

大御所みたいな人が入って、お墨付きを与えるというやり方をしています。地域とか大学が、かなり

応援しているのがわかると思います。

　OIIDO という会社（図表１０）も、まあまあ技術的にはハイサイエンスだと思います。耳をふさ

がずにヘッドフォンを装着し、振動を利用して音を内耳に伝えるというものです。これはアメリカの

３M に売却されまして、私の見たなかではサイエンス度は高かったと思います。

　ちなみに、私は今日一人で発表をしていますが、リサーチサイトにアクセスするのがけっこう大変

で、ベンチャーそのものよりも大学の教育システムを５年ぐらい研究している私の夫の五十嵐伸吾が

つないでくれたので、あえてご報告しておきます（会場笑い）。

■ あこがれの星 Avinode

　インタビューでは、43社中13社にアクセスしました。「絶対会うべきだ」と彼らが薦めてくれたのが、

アビノードという会社です（図表１１）。これもそのプロジェクトで出てきた会社です。目立った技

術は何もありません。自分たちがプロジェクトで何をしよう、あれをしようとヒアリングして、出て

きました。事業は、航空輸送サービスのサポートです。チャーター機を利用したい企業と、飛行機を

実際に運用する会社のマッチングサイトのようなものをつくりました。だからもともと何も知財はな

いんです。設立は 2002 年です。
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　資金は、地元のメディア企業と大学ファンドと政府系のソフトローンを入れています。驚くのは

2010 年に CharterX というアメリカの企業と話し合いをしまして、ここを買ったんですね。これはす

ごいと思います。その後株式公開する気だったと思うのですが、私がインタビューした半年後ぐらい

に結局、アメリカの航空業に売却しました。いまは一応、そのサービスエリアになっています。

　ただ、体制はほとんど変わっていなくて、ヨーロッパとアメリカのマイアミ、南米はブラジルにオ

フィスがあります。この会社は仲が良い３人で起業した当時のままで、大人をボードに入れてもいな

い。多分、こういうところが共感を呼ぶのだと思います。後輩たちはみんなあこがれて ｢アビノード

だよ｣というわけです。ノリでいうとこういう感じです（図表１２）。かわいいでしょう、23 歳ですから。

こうやって始まって、５年たつと、ちょっとおっちゃんふうになってですね（会場笑い）、2010 年に

CharterX というアメリカの企業を買収した、という話です。これがアメリカ市場にも出ているとい

う成功例ですね。

　サイトを開設して、90 カ国 2000 社のブローカーと航空会社 400 社にサービスを展開しています（図

表１３）。こういうものがない時代は、みんなイエローページを見て電話したり、ファクシミリした

りして、チャーター機をオーダーしていたという状況でした。そのビジネスのアイデアを思いついた

のは素晴らしいと思います。従業員は 80 人です。今もほとんど変わりません。5000 万ドルの売り上

げですから 50 億円ぐらいです。しかし、市場規模はもっとあるんだと CEO は言っていました。

　これがプロダクトで、マッチングする WEB サイトです（図表１４）。お客がいつ、どこからどこ

まで飛びたいか入力すると、何時にピックアップして何時に着くよ、乗り換えるならこうだよ、と提

示します。次が重要でして、飛行機が着いてお客を降ろしたら、違うお客を空いた飛行機にのせて違

う所に運ぶ契約をする。飛行機が非常に効率的に回るわけです。

　お客さんと取り引きをする iPhone のアプリも、最近出しました。市場分析レポートというのを彼

らはつくっていまして、自分たちで取り引きしているからいろいろな情報がわかりますよね、それを

ボーイングやエアバスも利用しているのがご自慢です。ここが一番の成功ポイントです。

■ 気軽に起業

　さて、時間がないのでスピードアップします。あとはどんなものがあるかというと、サイエンス度

はあまり高くありません。Acosence という会社は、センサーを壁に取り付けて、管の中の液体とか

気体を測る、そういう測定装置を扱っています（図表１６）。国の VINNOVA という助成金を取って、

ABB というスイスの電力機器製造会社をパートナーにもっています。

　Cryptango（図表１７）という会社は、水道や電気の生活インフラの情報セキュリティのシステム

の会社です。Edvirt（図表１５）はソフトウエアです。あとは、光を当てると粘着性がなくなる接着

剤の会社（Lumina Adhesives）や、ノンアルコール飲料の発酵技術（Creduce）の開発などです（図
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表１８）。

　起業のノリもきわめて軽い感じですね。ノンアルコール飲料のプロジェクトなんて「やっていた大

学院のプロジェクトが面白くなかったので、ほかの学生が創業したものを自分が引き継いだ」といっ

ていました。前にやっていた学生はどうしたのと聞いたら、「すごくいい大企業に内定が出たからそっ

ちに行っちゃった｣ という感じです。

　立ち上げた会社に対して、思い入れとかいうのは多分ないです。練習だと思って入る。（図表１９）

まとめますと、大学のプログラムを利用したインキュベーション・システムを確立していまして、在

学中はプロジェクト室に、卒業するとインキュベーター室に行きます。

　技術のシーズは必ずしも自国だけでなく、いろいろなところから持ち込まれます。ですから、欧州

の中ではインターナショナル・アントレプレナーシップとはいいません。欧州の国々はお隣り感覚で

す。1000 万人もいないような人口ですから、そうなっているということです。

　そして、若い人を大人のボードメンバーが支える。非常に起業意識が軽い。良い就職先って何かと

聞くと、アメリカ企業なんですね。マイクロソフトだったり、セールスフォース・ドットコムだった

り、グーグルだったりです。就職したけど戻ってくる子もいるそうです。

　資金調達では、民間のベンチャーキャピタルはほとんど登場しません。助成金やソフトローンで食

いつないでいるという話です。牧さんの研究との関連でいうと、「だからサバイバル度が高い」とい

えるかと思います。

　人の構成（図表２０）についてですが、留学生もいるのですが、どう考えてもアメリカとかケンブリッ

ジのように多くはないです。ストックホルムはすごい都会で、そちらの企業も見ましたが、IT 向け

が非常に多く、また、バイオもかなり多いです。バイオでも IT でもないものが、このヨーテボリに

あるという感じです。

　海外進出については、スウェーデンにとって、欧州域内は外国であっても「海外」ではないから、

先行研究でも「ヨーロッパの中というのはグローバルとはいえないのだ」という指摘がありますが、

まさにそうです。アメリカやアジアに行くのが、真のグローバルということになります。

　したがって、タイミングは早いんですね。欧州域内で国境を越えるということは、困難ではない。

それは当然の部類に入る。しかし、それをさらにスピードアップさせて欧州の国を全部制覇するとか、

大陸を越えていくというと、パートナーと顧客の開拓ネットワークが重要になってきます。その舞台

になると、若い人がやるということは、実は困難なのかもしれない。

　ただ、学生で起業することは多分〝練習〟なので、何回かやるうちにスキルが上がり、個人の能力

が上がるんだろうと私はみています。

　この大学のシステムが始まって、まだ 16 ～ 17 年ぐらいしかたっていません。今後どうなっていく

のか、注目の地域だと私は思っています。ちなみにチャルマーズ大学の教員の情報では（著名な起業

家研究者である）サラスバシー氏が非常に興味を持っていまして、ここにいらっしゃっているという
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ことなので、今後もっと良い研究ができるのではないかと思っています。

　では以上です。ありがとうございました。
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新藤　パネルディスカッションということで、議論を始めさせていただきます。さきほど講演された

４人の先生方に加え、東北大学の福嶋路先生にも参加していただいて議論を深めたいと思います。大

阪市立大学の新藤が司会を務めますので、よろしくお願いいたします。

　最初に、皆さまからいただいたご質問の内容をご紹介しながら、議論を進めていきたいと思います。

１番目は山田先生へ、「大学の関与が財務戦略にマイナスとなる結果について、想定される原因また

は対策はありますか」というご質問です。簡単にお答えいただけますか。

■ 大学の関与は財務戦略にマイナスか

山田　田路先生のお話とリンクしていると思いますが、当初のビジネスプランとフィットしない場合

は修正するわけですが、大学の意思決定に参画するセクションがボードメンバーとして入っている場

合、ビジネスのジャッジの柔軟性を損なうということが、ケーススタディーで定点的に観察していて
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見受けられました。おそらく因果関係としてもそのように想定しうるのではないかと理解しています。

ただ、これは厳密な定量的な因果関係ではないので、その相関とケーススタディーの両方で経験を合

わせるとそういうふうに理解できるのではないかと考えています。大学の関与が意思決定の柔軟性の

欠如、適切なピボット（方向転換）、ビジネスモデルの転換を妨げたのではないかと理解しています。

新藤　定性的な意思決定から、やはり意見の柔軟性が欠ける、そこがポイントではないかというお話

ですね。ありがとうございます。次に、２番目に講演された琴坂先生へのご質問です。「ボーン・グロー

バル企業は少数の従業員を雇うのが特徴的だが、どういう基準で、あるいはどういう方法で採用され

ているか、具体例を教えていただきたい」というご質問です。

■ ボーン・グローバル企業の従業員採用法

琴坂　事例はさまざまですが、特に成功しているところ、国内に限った事例でいうと、チームとして

すでに成功体験を持っている人がまとまっている例が、一番成功しているようです。つまり、創業者

が前職で IPO をしていて、そのときの中核的なメンバーだったり、そういった人間が多数であると

いう例です。２つ目の例は逆のパターンで、従業員は CEO と全然知らないところで仕事をしていた

場合です。両方のケースに共通しているのは、補完関係のチームになっているということです。たと

えば CEO がエンジニアだったら、グローバル企業で国際案件の部長を務めていたエキスパートを入

れるとか、CEO が営業のうまい人であれば、優秀なエンジニアを合わせる、あるいはその反対であ

るというような組み合わせです。いずれにしても、成功しているところはバランスのとれたチーム構

成になっています。

新藤　二つのパターンがあるけれど、経営チームとして補完していくことに重要なポイントがあると

いうことですね。続いて牧先生です。フロアの方から「発明者の関与という場合に、CEO がフルに

コミットしている、あるいは長く兼任をしているなど、関与の度合いをどのようにとらえているか」

というご質問ですが、いかがでしょうか。

■ 発明者の関与とＣＥＯ

牧　今回のデータセットには、発明者がファウンダーとして名前が入っているかどうかという情報し

か入っていません。そこまで細かい分析ができていないのが正直なところで、それは次のステップで

やろうと思っているところです。特に科学者や大学の教授は多くの場合、兼職になるので、おそらく

週 20％以下のエフォートでやっているだろうというのが一般的な推測ではあります。僕のデータは

今後の課題で、とても大事なポイントだと思っています。

新藤　今後さらに深掘りをされていくということですね。推測では科学者は 20% 前後ぐらいの労力
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でやっているのではないかということでした。

牧　そうですね。ただ、サバティカルの場合や、また、実は教員と学生のチームのほうが有効に展開

できそうだという話もあるので、そこを深掘りしていきたいと思っています。

新藤　田路先生には「スウェーデンの大企業の社内ベンチャーの状況はどうなっていますか｣ という

ご質問です。今回の研究ではとらえにくい部分があるかもしれないですが、知見でけっこうですので、

ご存じのことがあればお願いしたいのですが。

田路　大企業側にほとんどインタビューしていないのですが、今日紹介しなかったスタートアップの

なかの、電気バイクを手がけているところの話では、「ボルボに売り込みに行ったけどうまくいかな

かった」ということでした。学生たちは持ち込みに行ったり、相談に行ったりはしていると思います。

大企業の経験者がボードメンバーとして応援に回るシニアタイプというのはありますが、大企業が新

規事業として大学に関わろうとしているケースは、なかったと思います。

■ 議論の進め方

新藤　皆さん方からいただいたご質問を、最初に先生方に投げかけさせていただきました。次に、全

体を通しての話に議論を進めていきたいと思います。今回の５人の先生方は、経歴などでお気づきの

とおり、琴坂先生はグローバル経営がご専門で、残る４人の先生方はアカデミック・スピンオフの研

究をされています。今回のタイトルは「グローバル化するアカデミック・スピンオフ」ですので、グ

ローバル化とアカデミック・スピンオフの両方を束ねるような質問を３本、設定したいと思います。

　琴坂先生は「今後グローバル化していかないと、小さい企業でも生き残れない」という話を前提に

発表されましたが、さはさりながら、周りをみると必ずしもグローバル化していない会社もあります。

そこで、愚問かもしれませんが「そもそもアカデミック・スピンオフはグローバル化すべきか」とい

うのを１問目にしたいと思います。

　２問目は ｢仮にグローバル化すべきなのであれば、何をグローバル化すべきなのか｣。さきほど田

路先生のご発表では、知識ベース型、知識集約型――市場をグローバル化すべきなのか、あるいは経

営資源の調達先をグローバル化すべきなのか、というお話がありました。経営資源の調達先について

は、牧先生のご発表の中で、起業家主導型と発明家主導型があるという議論があったと思います。た

とえば大学の研究者をグローバルに調達していく考え方になるのか、それとも CEO など経営の幹部

人材をグローバルに調達していくのが望ましいのか。また、お金の話もいろいろ出てきました。ベン

チャーキャピタル間の調達をグローバルに行っていくべきなのか、もう少しいうと政府資金もうまく

各国から調達できる仕組みがあるのか。グローバルにやっていくうえで、知的財産は制限エリアにな

るかもしれないという問題も提起されました。何をグローバル化すべきかということを、２問目にさ

せていただきたいと思います。
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　３問目は、グローバル化とコンテクストの関係についてです。琴坂先生のご発表の中にも「コンテ

クストの問題をどうしていくのか」というお話がありました。ボーン・グローバルに合っているコン

テクストと、合っていないコンテクストがあると思うんですね。山田先生は日本、牧先生は UC、田

路先生はスウェーデン、福嶋先生はアメリカのテキサス州オースティンを中心にご研究されていると

いうことで、それぞれの地域のコンテクストや、ボーン・グローバルとの関係、〝合っていない〟と

するとどう改善していくべきなのか、あるいは改善の余地はないものなのか。

　余談ですが、私はいま大阪市立大学におりまして、だんだん官僚制の締め付けが厳しくなってきて

いると感じています。山田先生も同じ大学なので多分状況はいっしょだと思いますが、今回の出張に

も往復で複雑な書類を何枚も書かなければならないということで、果たしてそれでボーン・グローバ

ルが生まれるかという疑問がふつふつと湧いていまして（会場笑い）、これはどうでもいいような例

ですけれども、そんなことも踏まえていろいろな事例を考えていけたらいいなと思います。

　ということで、この３問を中心に議論を進めていくということでよろしいでしょうか。では最初の

質問です。琴坂先生は「アカデミック・スピンオフはグローバル化すべきだ」「ボーン・グローバル

は望ましい｣ という見解を示されましたが、それに対してほかの先生方のご意見はいかがでしょうか。

■ アカデミック・スピンオフはグローバル化すべきか

山田　Yes  and  no というふうに言いたくなりますよね。アカデミック・スピンオフがスケーリング

してワールドマーケットに向けてやっていかなければ、このビジネスへ投資するのはナンセンスだろ

うというふうにファンディングの人たちが思われるのであれば、もちろんほとんど「イエス」といえ

るのだと思います。琴坂先生の本にも書いてありましたが、世界はフラットでなく、ボコボコでやや

こしくなっている。その中でビジネスの中にもニッチといういろいろなくぼみが出来てくるという見

方が、一方で成り立つ。すべてのビジネスの創造がグローバルというよりは、そういうオーセンティッ

クな小さなコミュニティベースのものをねらいたいというアントレプレナーシップスタイルが、アカ

デミアのサイエンスベースと関わりがあるということは十二分にあり得るし、その練習場のような

リーンスタートアップが多数ある中から、一つが豊かに出てくることが肝心だと思いますね。だから、

Yes and no というのが最も誠実な答えだろうと、個人的には思います。いかがでしょうか、琴坂先生。

琴坂　やはりその Yes and no のお話は、アカデミック・スピンオフというものをどれだけ広くとら

えるかということだと思います。一番せまいところでいうと、特許が取れるような、サイエンスが中

心で、大学が関わって長期間の育成が必要なものがあります。そうとらえるなら、おそらくその世界

はもうグローバルなんだろうと思います。論文を出せばトップジャーナルだろうし、そのパテントは

どこへ行っても通用します。

　そうは言っても、アカデミック・スピンオフというのが、せまいところだけでいいのかどうか。そ
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もそも大学には理系もあれば文系もあります。文系の中には、村おこしをどうする、伝統芸能をどう

するというように、いろいろな研究があるわけですよね。そういった研究で得られた知見を使って、

地域のコミュニティサービスで起業できるかもしれない。もっと土着のアイデアであっても、アカデ

ミック・スピンオフとして成り立つのであれば、それはもうグローバルじゃなくてもいいのではない

かという気がします。

牧　いろいろな意見があると思いますが、そもそもわれわれが決められることなのかという疑問もあ

ります。つまり、グローバルというのは、大きくいえばマーケットの現象であって、それに合わせる

国と、「すべき」か「すべきでないか」と議論が出る国がある。日本は典型的にその議論が出てしま

う国で、やはり遅れているのかな、無駄な抵抗をしているのかなと思います（会場笑い）。英語では

グローバリゼーションという表現をしないで、グローバライズド globalized と、「過去に起きたこと」

という感覚で表現するんですが、そういう違いを考えました。

福嶋　グローバル化するべきかどうかといったら、おそらく「したほうがいい」という意見が多いと

思いますが、私はどちらというと「できるかどうか」という立場です。能力の問題として考えると、

アカデミック・スピンオフの場合、大学という大きなステークホルダーがいて、大学が大きく変わら

ないとけっこう難しいのではないか。理念としてはおそらく総論賛成で、各論にもどるといきなり反

対という人たちがけっこうたくさんいる。特に私は国立大学におりますので、やはりグローバル化と

いうとみんな「いいねいいね」と言います。スーパーグローバルも取った、研究者もみんなどんどん

グローバル化していく。それが「じゃあ産学連携も」となった瞬間に「大学の研究費というのは国民

の税金である。それを海外に持っていって売るとはどういうことか」という方がまだ多数いると思い

ます。そういう体質のようなものがあって、「グローバル化するべきか」というとみんな「イエス」

なんですが、実際にできるかといえば、大学側にいろいろ障害が残っていると思います。

田路　私もシリコンバレーをずっと調べてきたので、基本は「戦略的にみてグローバルになるのは当

然」という感じなのですが、ヨーロッパに行くとやはり「できる・できない」という問題もありますし、

「グローバル化して最後にアメリカに行って、自分の国がもぬけの殻になっていいのか」という意見

も聞きます。今日の事例もそうですが、実際に育つとやはりアメリカの企業が買っていきます。公開

はバリューを上げるので、公開したあとでまたアメリカ企業が買っていく。これはすべての業界で起

きていて、イギリスも実はもうボロボロです。そういうのをみていると、ヨーロッパの中で終わるか

もしれないけど、地元のまちの繁栄を考えた戦略ということも考えないとかなりしんどい。最近、ヨー

ロッパの人と話していて「育てばみんなアメリカに行くとか、そういう話ではないよな」と思うよう

になりました。

新藤　つまり、牧先生の ｢グローバル化するのは当たり前じゃないか｣ という世界と、「必ずしもグロー

バル化することがまだ当たり前ではない」「総論賛成だけど各論反対」という世界があるということ

ですね。この２つの違う世界に対してどういうアプローチが考えられるか、そのあたりについてはい
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かがでしょうか。では琴坂先生お願いします。

琴坂　私はイギリスのオックスフォードに５年ほどいまして、そのときに聞いた話なんですが、育て

てもアメリカ人に買われてしまうというのは、本当にそうなんです。ある程度以上、出てくるとグロー

バル企業が取っていってしまって、結局のところ雇用という観点からはイギリスに残らなかったりす

るんですね。だから、そこで何をすればいいかというと、できるだけエグジットのメリットが残るよ

うに、契約関係をしぼった立案をしていくことが重要だといわれています。アカデミック・スピンオ

フの過程で、ちゃんとストラクチャーを考えて、研究費や学生へのメリットなど、何らかの果実が残

るようにしておくということです。果実が残ったら「あとはグローバルに使ってもらえばいいじゃな

いか」という発想も、やはり大事だと感じました。

新藤　そもそもグローバル化すると、それぞれの地域なり国なりにどんな効果が残るのか、残らない

のか。いま、琴坂先生から問題提起がありました。各国の状況を知る先生方から、ご意見をいただき

たいのですが。

■ グローバル化して、地域や国には何が残るか

牧　「何をグローバル化すべきなのか｣ という２番目の質問ともつながる話だと思いますが、大学発

ベンチャーというのはコンテクストでいうと、ローカライズに近い現象だと思います。サンディエゴ

に５年間住みましたが、UC サンディエゴは世界中の人材をマグネットのように引き付けています。

博士号を取ったあとも、あまりにも環境がいいので引っ越す気がしない。そこで仕事を探し、起業す

る。こういうマグネットの機能は、すごく大きいと思います。しかも、グローバル化が進んでも暗黙

知の移転は難しいので、サイエンス度の高いベンチャー企業であればあるほど、そのローカルの中に

いる研究者と協調しようとします。それで、ローカルに残る人がとても増えてきていると感じます。

　そういえば、クラウドファンディングの論文で最近、面白いのがありました。「クラウドファンディ

ングは世界中から資金調達できるといいながら、現象をみるとほとんどローカルなところからの投資

で成り立っている。それはなぜかというと、結局知り合いの知り合いが出資しているからだ」という

ようなことが書いてありました。この場合はローカルが重要なわけではありませんが、地域性という

のは非常に重要で、結局クラウドファンディングでも、そこが重要になっていくというようなことを

思いました。

山田　さっき福嶋先生も「大学のポジションがどう関わるかということがキーになってくる」という

お話をされていましたが、私がかつて在籍していた愛媛大学にこんな事例があります。本にも書いた

のですが、ビルゲイツ財団が注目するようないい研究をして、欧州の企業や日本の財閥系の会社から

オファーを受けた教授がいました。ちょうど独法化の前後で、工学部長に説得されて結局彼はオファー

を全部蹴ったんですね。UC にも行かず、大学に残って、わざわざベンチャーをつくりました。待遇
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はすごく良かったと思いますが、それによっていろいろな機会損失が生じたと私は思っています。そ

の会社はいまは中小企業になっていて、研究もインパクトをもっていますが、彼は愛媛大学の名誉教

授までやられたあと UC に移って、また別のベンチャーをつくっています。その間、私は毎年のよう

に彼や関係者をインタビューしました。

　何をいいたいかというと、アカデミック・スピンオフもグローバリゼーションも、コミュニティの

サバイバルという観点が、暗黙の前提にあると思うんですよ。それは日本が存続するためにとか、あ

るいは愛媛地域の雇用がちゃんと残るようにとかいう正当性の論理の中でこういうチョイスを重ねた

結果、もっと大きなものを失った可能性も獲得した可能性も、その双方があると僕はみています。エ

グジットしても何が地域コミュニティに残るのか、そして、機会損失も最小限にする。そういう「ト

レードオフ」を探すうえでキーになってくるのではないかと、研究者の関与の仕方をリサーチしなが

ら考えました。

新藤　暗黙知の移転、クラウドファンディング、最後に山田先生がおっしゃった２問目に関わるとい

うような問題といろいろな論点が出されました。牧先生はサンディエゴには ｢マグネットの機能があ

る｣ とおっしゃいましたが、そうではない地域もあると思います。福嶋先生、同じアメリカでもオー

スティンはいかがでしょうか。

福嶋　ローカル化というより、どちらかというと局地化している感じがしています。要はハイテクク

ラスターというとこの地域、この地域と決まっていて、そこに人が集まってくる。その地域間だけで

人の流れが循環していて、残りの地域にはなかなか優秀な人も情報も集まらない。そういう格差が生

まれているというのが私のイメージです。

　ただ、テキサス大学のあるオースティンと、オースティンから車で２時間くらいのカレッジステー

ションという街をみて、感じたことがあります。オースティンは人口 88 万人ぐらい、カレッジステー

ションはその 10 分の 1 ぐらいで、テキサス A&M 大学という大学しかなく、ベンチャーなどは全然

ない街でした。ところが、実はそのテキサス A&M 大学が産学連携でものすごく頑張って、評価さ

れるようになりました。アカデミック・スピンオフを、一時はテキサス大学オースティン校よりも多

く輩出していました。

　ローカルな大学はローカルな大学なりに開きなおって、「大学が中心にならざるを得ない」という

ことで、一人の人が一生懸命、大学が主体となって産学連携を推し進めました。資源がないんだから

仕方がないと大学が頑張った。それに対して、テキサス大学オースティン校のほうは、大学の伝統に

あぐらをかいて「産学連携じゃなくてアカデミックの確立だ」と傲慢になっていた時期が長らくあり、

産学連携に必死に取り組み始めたのは実際 2000 年以降でした。2000 年以降になってやっと力を入れ、

特にバイオ産業が集積していった。それがきっかけになって産学連携ができる体質になっていきまし

た。

　いいたいことは、田舎の大学にも、田舎とか地方とか文化をテコにして、やりようはあるというこ
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とです。そのためにはある程度資源を集約して、ある種ポンプみたいなものをつくっていく。エネル

ギーの源みたいなものをつくっていくことによって、大きな循環の中の空いた隙間でやっていくこと

はある程度まで可能なのではないか。さすがにシリコンバレーに肩を並べるのは難しいと思いますが、

その地域なりのやり方や戦略はあると私は思います。

田路　そういう話が出ると、ヨーテボリもローカルなのでお話したくなります。スウェーデンではつ

いこの間まで、留学生でも授業料が全部ただでした。最近になって「これでは成り立たないし、国民

に対して言い訳が立たない」とお金を取るようになったのですが、留学生の無料化には「自分たちは

小さい国なので留学生が来ても帰国してしまう。だけど帰ったあともこの国のことを覚えていても

らって、この国の同級生とつながってほしい」という意図があったといいます。大学というものの役

割はすごく重要なんだと思いますね。

　だから、アーバンではないけれどローカルなトップだという意識は高い。時間がかかってもいいと

いう発想です。それで、チャルマーズ大学のプログラムは、始まってから全部英語でやっています。

98 年頃より前は、基本的にスウェーデン語のほうが多かったと思うのですが、試みとして始めた。

子どもの頃は英語はわからないし、しゃべれないということもありますが、大学に来るとプログラム

があるので、みんな普通に英語をしゃべっています。

　そういうことを考えると、日本という国は留学生は出したがるけれど、それほど留学生をもってい

なくて、しかも日本語を学びたい留学生というのはたくさん来るんですよね。それじゃあ日本語にし

か興味がない literature（文学系）しか来ないということで、法政大学も努力をして、交換留学生にオー

ル英語でも入れるプログラムをつくっています。それを活用して大学の中にどう取り入れているかと

いうと、まだまだです。ただ、そういう仕組みがある意味はあって、イケてる学生というか、とがっ

た学生がそういう留学生と友達になって、次は自分が交換留学生になって行くとか、そういうことが

ないわけじゃないです。そういう努力はやっぱり大学として必要なのだろうと思います。

■ アーバナイゼーション・クラスター

琴坂　大枠としてグローバライゼーションが起きているのですが、それと同時に進行しているのが

アーバナイゼーション・クラスターです。グローバル化が進みつつクラスター化していく現象が、世

界中で増えています。そのクラスター化していく動きの中で、シリコンバレーだけが残るという話で

はないんです。なぜかというと、それぞれのクラスターが国にフォーカスしていっているからです。

たとえば、オースティンだったらバイオが強いとか、ニュージャージーは製薬が強い、シアトルのほ

うに行くと航空産業が強い、ミラノに行ったら衣料品が強い。そういうふうになってくると、ポジショ

ンを取るべきなのではないかと思います。シリコンバレーであれば、いろいろなところでトップにな

れますが、そうではないところなら、ポジションを取っていかなければ、埋没してしまいます。たと
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えば、日本であれば、日本語を学びたい人しか来ないという話でしたが、そうではなくて、日本だっ

たらものづくりの生産改善に関係する国内の大学がフォーカスをしていって、そういう関係のスピン

オフがたくさんある状態にしていったり、東北のほうなら木材にフォーカスするというように、ある

程度プッシュしていけば、生き残れるということはあるのではないか、というイメージが湧きました。

いまはどの大学にもフルラインナップで学部があって、どの分野のアカデミック・スピンオフにも金

を付けていますが、むしろ、地域ごとにポジションを取っていった方が、まさしくアカデミック・ス

ピンオフが日本中に広がっていくと思います。

山田　私は文部科学省にそういう意見をいっています。どういう意見かというと、大学がそういうポ

ジションテークしていく最低限の基盤みたいなものが、グローバルコンテクストあるいは国内で機能

するためには、学会がある程度きちんと議論しないと危険になりますよね。日本のいまのアカデミア

の状況のリスクというのは、大学の独法化以降、みんなオタオタしてしまい、国内の学会と海外の学

会との適切な競争や需要と供給みたいな関係のバランスが崩れてきているという印象を持っていま

す。アカデミアの方はすごくうなずかれると思いますが、国内の学会の運営を維持できるマンパワー

をエフォートとして振り分けて、産学連携を含めて国際学会にコミットメントを取れなくなってきて

いる、という弊害が生じている。でもそれは重視してこなかった部分が学会にあるのではないか、と

いま一生懸命いっているんですけど、けっこう軽視されています。学会出張が認められないことが普

通にありますからね、公務をやってなさいと。プライオリティがかなり破たんしていると感じること

があります。

牧　さっきのポジショニングの話にからんで、アメリカから考えると、日本は国立大学が保守的な部

分があるのかもしれません。UC とスタンフォード大学の両方に身を置きましたが、文化が全然違い

ます。特に人事戦略が全然違って、私立のスタンフォード大学は、特定の強い分野だけに集中投下で

きる。州立大学の UC は、その地域の産業として人材を育てていかなければいけないので、領域をあ

る程度広げないといけない。そういう意味でいうと、方向性は賛成ですが、その中の一つとして、ど

うやって私立大学をもう少し強くしていくか、あるいは、パブリックスクールをプライベート化して

いくというようなことを考えていくことが必要ではと感じました。

■ どういうコンテクストが合うのか

新藤　お三方のいまの議論というのは、３問目の「どういうコンテクストが合っているのか、合って

いないのか」という話だと思います。皆さんの議論の流れを生かして、２問目の「何をグローバル化

すべきか」はあとに回して、各国のコンテクストでボーン・グローバルに合っているものと合ってい

ないものを探っていきたいと思います。さきほど牧先生は、たとえば日本も公立大学を私立大学にし

たほうがいいという意見を出されました。一つの例として、大学のあり方が提示されましたが、大学
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のあり方も含めて各国の「合っている・合っていない」という要素についてご議論をいただければと

思います。いかがでしょうか。

琴坂　コンテクストというか、政府がいま頑張って研究しているものからいきますと、コンテクスト

というのは「市場性」「市場環境の特性」といったもので、そのうえでつくりだされるものがスピン

オフもしくは事業です。コンテクストの上で事業をつくるのか、やりたい事業からコンテクストをみ

るのか、どちらを先にするかという話があります。

　コンテクストを優先するのであれば、それに基づいた、それを生かせる事業をやった方が絶対にい

いですよね。それも法制度や人材、社会的なつながりなどを生かせるところだけをやった方が多分い

い。逆に、いまのはやりとしてバイオなどでやっていくのであれば、理論的な答えとしては、自分の

得意でないところは自分でやらず、ほかの人と協調していく形にしないと絶対に駄目だといわれはじ

めています。つまり、事業としてバイオをやるのであれば、バイオを全部自分でやるのではなく、た

とえば自分は検査装置だけをやり、それ以外のところと連携した仕組みづくりが重要だというのが基

本的な考えです。

山田　制度をつくるという考え方もすごく重要だと思っていて、それがいってみれば「学会」だと私

は思っています。あるベンチャーキャピタリストが「関連する補完性のあるトップレベルの研究者を、

効率よく見つける方法がわかった」と僕に語ってくれたことがあります。2005、2006 年頃のお話です。

「国立大学にアクセスするのは効率が悪いし、国内で探すというのがそもそもナンセンスだ。世界の

トップレベルの国際学会にアクセスして関連性のあるものをみていけば、そのなかに日本国内でトッ

プレベルの人が確実にいる」ということでした。ですので、学会を重視することは、日本の制度を変

えたり、ルールやカテゴリーをつくることにつながる意味合いがあると考えています。

　あともう一つ、ロビー活動をもう少し効率的に、透明にして強化する必要があると思います。アメ

リカのように資格制度にしてギルドにすればいいという考えにはいろいろ論争があるかと思います

が、欧州はアメリカの覇権に対抗する形で、国際的なある種の武器のような制度をバンバンつくって

います。そういうのを見習って今後もっと国際標準に強くするということが、何を国際化すべきで何

をしなくていいと仕分けるより、前提の話だと思うんですね。われわれはそこがもろすぎる。だから、

コンテクストはそういう意味で弱くなっている。

琴坂　どちらかというと、コンテクストを変えていこうということですか。

山田　そうですね。守るべきものが何で、変えていくものが何か見極めようということと、オープン

にして、そのコンテクストも直視しようという話です。

新藤　コンテクストありきなのか事業ありきなのか。制度の部分をもうちょっと標準化するなり強化

する方向でやっていくのが効果的ではないかというお話ですが、ほかの先生方はいかがでしょうか。

牧　この５年間アメリカにいるので、ちょっと日本では浦島太郎のようなところもありますが、2000

年頃からの日本の大学の改革はものすごいスピードで、すごい勢いで変わったと思うんですよね、う
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まくいったかどうかは別として（会場笑い）。その割に、産業界の人はあまり変わっていない感じが

する。アメリカでは、産業界の人たちは、もっと大学のリソースを使おうと努力しています。日本で

は多分この５年間で博士号を取得した人数もあまり増えていないでしょうし、日本の産業界の変化し

ない部分は、大学との関係で大きな課題だと思っています。

新藤　2010 年に『ハイテク・スタートアップの経営戦略』という本を田路先生とか私とか５人ほど

で出したときに、帯のタイトルに「技術はベンチャーから買え」というタイトルを付けたんですけど

ね、大企業の方に買ってもらえればいいなあという思いを込めて。産業界が変わったのか変わらない

のか、そのあたりを田路先生からお願いできますか。

田路　日本の産業界は最近ちょっと景気がいいので、必死で海外を探していますよね。シリコンバレー

のファンドは、どこかのファンドに入れてもらうのではなく、十数年ぶりの復活ということでオリジ

ナルで別につくりたいという企業もあります。私たちが本を書いた 2010 年から変わっていないなと

思うのは、日本のスタートアップに対して冷たい、自分の国の企業を育てることに対して冷たいとい

うことです。海外に対しての大きなあこがれ、特に欧米へのあこがれは相変わらず変わっていません。

ですが、若い世代はかなり起業するようになったし、大企業を辞めて若い会社に移る人も増えている

ので、これからもっとどんどん変わるんだろうなとは思います。

　一つ大企業の人が変わったと思うのは、起業経験者を人材として歓迎する雰囲気が生まれてきたこ

とです。失敗した経験があっても、20 代後半でうちの会社に入社するなら OK、むしろそういうのが

望ましいという企業もあります。たとえば、借金を負っていたら駄目ですが、そういう状況ではなく、

すごく頑張ったけどうまくいかなかったというケースであれば、「そういうチャレンジする人材はう

ちの社内にはめったにいないし、ぜひそういう経験をお土産に中途採用の枠をたたいてほしい」とい

う感じです。昔はそういうことをいう人はいなかったので、ここ４、５年日本の大企業も少し変わっ

てきたかなと思います。

牧　ちなみにその会社の実名を出したりできますか。

田路　富士通です。

牧　富士通さん、へえ～（会場笑い）。びっくりした、変わっている感じがしました。

■ 企業は変わりつつあるのか

新藤　変わりつつあるというお話が出ましたが、私は製薬会社のアライアンスの研究をしたことがあ

ります。日本の製薬会社 40 社のデータをとりました。その中で面白かったのは、さきほど琴坂先生

のお話の中でもメタナショナルという言葉が出てきましたが、「いわゆる低分子化合物の分野では自

社の研究資源をもとにした国際化を行っている｣ という結果が出ました。バイオに限っていうと「メ

タナショナル経営を志そうとはしている」という結果も出ていて、また、先ほど話に出た本が出版さ
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れたのは 2010 年でしたが、その後、大企業も多少変わりつつあるのでしょうか。

琴坂　私は国際経営という専門分野上、スタートアップに関してもかなり大きな企業の方々とたくさ

んお会いしています。そこで話を聞いてみると、部課長レベルの方々は大きく変わってきたと思いま

す。会社と深く関わり、売り上げがこれくらいのベンチャーで、こんなテクノロジーがあって、とい

ろいろと目を向けていて、どんどん企画書をつくっています。ただし、それが上まで上がっていかな

い。というか、まず何よりも、そういった方々に、アライアンスをして実行するという権限が与えら

れていないんです。それを部長級に上げてみると、1000 億円クラスをみている部長級は、５億円ク

ラスの案件に対してそんなに時間を使っていられない。そんなことをやるひまがあったら、休止事業

を何とかしろという話になります。トップのほうは別の方向性に意思を感じているので、ベンチャー

の方までなかなか下りていかない。芽生え始めているこういった意識をちゃんと解放できるような度

量を持っている会社は、向き合い始めているのですが、なかなかそこへ至らない。多分変わりはじめ

ているんだろうなとは思いますが。

山田　度量というか、そこはガバナンスの問題ですよね。

琴坂　そうなんです。ガバナンスの問題でもあって、どんどん統制が厳しくなっています。逆の方向

に行ってしまっているのではないかという気がしますね。

新藤　そうしたガバナンスの強化が果たして、ボーン・グローバルを生む土壌につながっていくか疑

問な点もあるという話ですね。

山田　クオータリーキャピタリズムというか、四半期資本主義的な部分、一橋大学のグループの「組

織の重さ」ではないですけれども、そういうふうなガバナンスというのは重要な企業風土に根ざす条

件だと思うのです。本来、執行とボードを仕分けしてポートフォリオを組み直すというような発想が

出れば、適切なガバナンスの下に「この部分は許容できる」みたいなことにおそらくなるのだと思い

ますが。

■ 新規事業やベンチャーにどう対応するか

田路　琴坂さんにうかがってみたいのですが、だんだん会社が持ち株会社のようになっていくとき、

新規事業とかベンチャーを買う・買わないという決裁は、コーポレート側につけるのか、事業会社に

つけるのか、どっちがいいんですか。

琴坂　案件によっては、コーポレートでやったほうがいいと思います。なぜかというと、事業本部長

クラスというのは、自分の事業の収支で大変なんです。そうすると、それがあまり利益にならない事

業に対しては、神経を向けていられない。そういったところには、本社レベルで予算を付けてあげな

ければ動かないです。ただ、ネットワークを張っていて、意思決定も速い事業レベル側に、きちんと

権限を与えてあげなければ買えません。やはり、バランスがうまくとれている企業というのは、どん
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どん変わっていけるし、イノベーションを使えるし、ガバナンスのほうも活用できるんじゃないかと

いう気がします。

田路　おっしゃるとおり、この分野はこうだとか、競争相手がいるとか、全然いない新しい分野だと

かで、権限をコーポレート側につけるのか、カンパニー側につけるのかで、変わるんだろうなと思い

ます。日本では何かそこまで議論がいっていなくて、とりあえず持ち株会社制にして、ああこれで

IR が推進できるとかそういうレベルなんでしょうね。

琴坂　そういうレベルにはいってないですね。いってないというか、日本はそういう発想でイノベー

ションを起こす経済ではなかったと思います。大企業というハウスをつくり、系列というファミリー

もありますし、地場の経済という非公式のネットワークがあって、そこで別に外で買わなくても技術

は手に入るということだったと思います。実際にそこで自分のオーナーシップを発揮しなくても、そ

こにガバナンスの影響をもたらせようとする仕組みのなかで、日本経済は強くなっていきました。そ

れに対して、アカデミアの技術を使うとか、もしくは M ＆ A をするとか、インキュベーションとい

うのは違う発想なので、それをどれだけやるべきか、そもそもやるべきなのかという議論が弱い。

新藤　そうした環境の変化は、おそらく今までの日本的な経営の部分とは全く別のやり方が動いてき

ていると。昨今、一つはボードとエグゼクティブをどう分けていくのか、というのが統治の基本で、

もう一つはベンチャーに投資をする、あるいは M ＆ A をしていくということで、最近ですと日本で

は CVC（コーポレートベンチャーキャピタル）を IT 系の会社だけでなく既存の大企業もやろうとし

ています。うまくいっている面もあれば、どうなのかという面もありますが、そのあたりは福嶋先生、

いかがでしょうか。

福嶋　新藤先生がおっしゃったように、幾つかの通信 IT 系が、かなりベンチャーを買ったり、育て

ていこうという仕組みを整えています。たとえば KDDI ですとか、そういうところは試験的にやり

始めていますが、まだごく一部という印象を強くしています。とあるセミナーでベンチャーと大企業

の共存みたいな話をしたときに、そこにいたエンジニアの方に「なんでベンチャーと組まなくちゃい

けないのか、われわれは大企業なんですよ」と質問されて、答えに窮したことがありました。われわ

れの周り、ベンチャーを研究したり、こういったアカデミック・スピンオフを研究している者の周り

には、ある程度理解する人が集まっているので、おそらく今日ここにいる皆さんもある程度理解があ

る方だと思うのですが、世の中の全体的な割合としてはまだ非常に少ない。８割、９割の人は、そう

いうことにまだ理解が進んでいないという印象をもっています。

田路　ベンチャーを買おうというのは前より増えましたが、余った知財を外に出して使わせて、うま

くいったらロイヤリティー払ってねという考え方――オープンイノベーションのインバウンド・アウ

トバウンドでいうと、大企業から外に出すというのは、日本ではほとんどできていません。よそから

知財を買っている企業の方に「自分のところの知財を外に出したことがあるのか」と聞くと、皆さん

口をもごもごさせるんです。それはできないということですね。よそが儲けることは許さないと思っ
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ているのかもしれない。知財は自分たちのもの、でもそれでは永遠にそれを事業化することはないわ

けですよね。だから特許切れなら誰もが使うかもしれない。

　スウェーデンなんかをみていると、ヨーロッパのよその国からいろいろ持ち込まれたり、自分たち

が取りにいったり、一生懸命ネタを探そうと努力しています。ヨーテボリのプロジェクトでいうと、

学生に｢今年は 15 個の技術シーズがあります｣と技術の紹介があります。大学の教員の技術もあれば、

イギリスの教員の技術とか、ほんとに２つ先の建物のベンチャーのおじさんがもっているような技術

とかもある。それ見て３日後とか１週間後に院生が ｢僕ら二人でこれをやってみたい｣ といいにくる

ようになっている。そういう場がちゃんと教育のシステムに入っている。そのときに知財や技術を出

してもらわないといけないわけです。日本はどこまでそういうことを真剣にやるのかなと思いますね。

大阪市立大学ではそういうことをやっているのですか。

新藤　どうですか、山田先生。

山田　もう１回質問をいってください。

田路　たとえば法政大学でいうと、まったくそこまでいけてないです。大企業に使わない技術を持っ

てきてもらって、学部でも大学院でも社会人でもいいからこの半年、１年で事業化しましょうかとい

うことは、教員ひとりひとりのベースではあります。心ある教員がネットワークを使ってもってくる

ことはあります。私なんかももってきますよ。しかし、それをシステマチックに研究科や学部でやっ

ているかといわれたら、なかなか日本の大学は難しいのではないか。立命館大学さんはどうでしょう

か。

新藤　先に大阪市大のことを言っておくと、ほとんどできていない。あまりいうと問題があるかもし

れないですが、部門の壁も高くて、各教員がそれぞれでやっているというのが実態です。

山田　10 数年前に創業当初の立命館大学 MOT 大学院に９年間教えに行っていましたが、大学院や

ファンドなどでそういうものに関わっている技術者の人たちが「イノベーションマネジメントにどう

いうオプションがあるのか勉強しにきました｣ といって、私の「技術系ベンチャー｣ という科目を取っ

ていましたけどね。でもあまり来なくなっているから知りませんが、最近は。

牧　何か議論の前提として「ほかの国はうまくいっているけど日本は……」みたいな論調ですが、多

分 UC もイメージされるほどうまくはいっていないと思います。やはり知財の活用や、金融の融資の

評判の悪さは、日本の官僚組織の人たちとあまり変わらないと思います。

山田　監視されていますもんね。

■ 人の循環

牧　どの国もけっこう同じような問題を抱えていて、必ずしも日本が遅れていると思う必要もないの

かも、という感じはします。もちろん、教育の仕組みとか過去の経緯とかで実績は多少出ていますが、

コンテクストだったり文化みたいな意味でいうと、あんまり UC もうまくいっていないという気はし
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ますね。

福嶋　私もアメリカで過ごした経験からオースティン自体の話になりますが、大企業がベンチャーに

対して期待をしていて、比較的、大学発ベンチャーにも興味を持っていました。というのは M ＆ A で、

そういったベンチャーが買われていくという流れがまず出来ている。当時から人もけっこう流れてい

ました。大学にいた先生が自分で会社を起こして、ある程度成功して M ＆ A されたら、大企業のボー

ドに入ったりもしますが、また辞めて今度は企業にもどったり、起業で成功するとベンチャーキャピ

タルに声をかけられて、パートナーに入って、ベンチャーキャピタルとして参加して、それでまた企

業にもどったりしています。ベンチャーキャピタルに入ると、そこで落ち着くケースもありますが、

一人の人間のキャリアがものすごく多様なんですね。大学は大学、大企業は大企業、ベンチャーはベ

ンチャーじゃなくて、その間を人が動いて循環していくというのは、日本との大きな違いじゃないか

と思います。

琴坂　それは、会社の担当者側がベンチャーや大学のシーズを使うインセンティブなんです。第一に、

CV（履歴書）に何か書きたい。「自分があの企業で部長だったときに、すごい発見をした」と書きた

いんです。第二に、自分がクビになった時にそのドアに入りたい。たとえば大学に行くかもしれない、

ベンチャーに行くかもしれない、そういう外のアライアンスをしていくインセンティブがすごく高い

んです。逆に、極論ですが、うまくいかない日本の伝統的な企業が何をするか。たとえばもし私が研

究開発の部長だったら、外のベンチャーを買ってそこから何かすると予算が減るんです。すると、人

員計画上マイナス１とか２にされることがあります。そのうえ自分が何とかしてすごい技術を開発し

ても、ボーナスは上がらないんです。インセンティブ設計上の違いがあります。

■ まず研究者や大学がグローバル化し、仲介者になるべき

新藤　ということで、大学あるいは大企業がどういうふうに人を循環させていくか、あるいは知財や

ノウハウを循環させるかを議論してきました。次に何をグローバル化していくべきなのか、積極的に

グローバル化を進める部分と、土着のままでいい部分をどう仕分けるのか、最後にそうしたことにつ

いて議論をしていきたいと思います。たとえば大学の研究者は、そうはいっても土着にもどらざるを

得ないとか、あるいは移民のような形で来るからグローバル化するんだという議論なのか。学会があ

るからグローバル化しているんだという議論なのか。経営人材は、ベンチャーキャピタルは、政府資

金はグローバル化するのか、国のお金で開発された大学の知的財産はどうなるのか。どの部分をグロー

バル化すべきか、どの部分がやりやすいかなどを最後に議論したいと思います。

会場から質問　１年前に、「遠いところで IT が結びついて、世界が変わってくる」という琴坂先生

のお話を聞きました。ほんとうにローカル的な、たとえばケニアの木とかシベリアの杉とか、そうい

う地場の人しか知識がなくてネットワークもないけれど、実はそれは人類を良くするものでこれを薬
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に使ったら、世界中でがんが治るかもしれない。しかし、現地の人は、セールスストラテジーも、グ

ローバルもわからない。そういう人たちにシリコンバレーとかアントレプレナーのロジックを使いな

がら、地域の中に溶け込んで成功する出口戦略の仕組みをつくって、そういう地場でしか知られてい

ないものと、グローバルを重ねることはできないのでしょうか。

新藤　ご質問は、さきほど琴坂先生のお話の中に「果たして先進国だけがグローバル化していくのか」

という議論がありましたが、それと発展途上国の独自のノウハウや暗黙知みたいなものをつなげられ

るか、ということでよろしいですか。

質問者　そうです。世界には多分、人類にとって良いものがたくさんあると思っていて、伝統とか自

然とか世界中にあるリソースやシーズを IT で展開して、人類を豊かにすることはできないのかなと

考えています。

新藤　では琴坂先生、最初の回答をお願いできますか。

琴坂　「できるか｣ と言われると、その特殊な地盤にある知見が、距離を超えて価値を持つものであ

れば大丈夫だと思います。物理的な距離だけでなく文化的な距離においても、個別にあるものがほん

とうに普遍的に、別の地域でも価値があるのであれば「イエス」でしょう。真に価値あるものであれば、

それを発見するスタートアップというのは必ず現れるでしょうし、いまだ現れていないのなら、もし

かしたらないのかもしれない、というのが私の回答です。

新藤　こういうケースもあるような気がします。アカデミックの知識をもとに発展途上国の問題を解

決していくという事例というのは、先生方いかがでしょうか。

琴坂　これは２つ目の質問に関わることだと思います。大学側からそういった問題解決の場を探して

いくということが必要です。たとえば、塩水を淡水にする浸透膜の技術を開発した人が、待ちの姿勢

ではいけないないと思うのです。待っていないでニーズのある島国に行っているかどうか。技術を生

み出したら、使える場所を世界中に取っていくこと、これに関してはグローバル化したほうがいいの

ではないかとさきほどお話しました。

田路　少しだけ付け加えさせていただくと、今日の議論は投資というか、株主になる人がいて株主

の利益を最大限にするビジネスの話なので、あなたが質問した NPO が関わるような内容の活動とは

ちょっと違います。いまはクラウドファンディングがあるから、それで集めたお金でやってみるとい

う方法もある。ある地域でうまくいったことが別の地域で採用されたという例が海外にも、日本にも

あります。ポケットガイガーという小型の線量計がありますが、開発資金を１口 2000 円でクラウド

ファンディングのキックスターターで世界中から集めて、有名になって海外にも出荷しています。だ

から、昔よりもできるようになっていると思います。

山田　ソーシャルベンチャーの話にも関わりますよね。個別の大学がそういう課題の解決に応じるイ

ベントを用意するということもそうですけど、学会レベルで取り組みも重要だと思います。技術で中

心となるものがあれば――たとえば私が観察したシショウトウというのがありまして、早いうちに国
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際学会をつくってプラットフォームにして、協力して動いてくれるアライアンスパートナーとフィン

ランドとかオックスフォードでやったことがあります。オープンソサエティでサイエンスなので、グ

ローバルにつながれるゲートになるわけです。

　国内学会と国際学会がもっとダイレクトに結びつくと、こういうことができるようになる。その中

でコアになる能力は、おそらくアライアンスマネジメント（協力体制を構築する調整力）です。アラ

イアンスマネージャーという人材は非常に重要です。NPO であれ成長性の高いスタートアップであ

れ、アカデミアを評価して、国際文脈に翻訳してつなげるようなアライアンスマネージャーをきちん

と育てることが重要だと思います。たとえば日本の産学官連携の場合ですと、私はいま特許庁の審議

委員の仕事をしていますが、いわゆるコーディネーターといわれる人材が国際競争力の観点からみる

と足りていない。なので、うまくいかなかったコーディネーションの案件が相当数あるだろうと見積

もっています。そういうグローバルな知見を備えたコーディネーターを養成していかないと、リスク

が高いと思っています。

牧　アメリカではソーシャルアントレプレナーシップみたいなものが、この５年間でますます大きく

なっていて、関心を持つ学生はどんどん増えています。そういう学生にどういうカリキュラムを提供

していくかというのが、大学の中でも課題になっています。スタンフォード大学デザインスクール

の看板授業に ME310 という 20 年ぐらい続いている授業があって、彼らの授業はいまや、発展途上

国を含む世界の 10 カ所強の大学とパートナーを結んで行われています。いまアメリカの教育は「大

学卒業までに発展途上国の学生と一緒にグループワークをやったことのない人材は、教育が不十分

だ」と思われるぐらいになっているわけです。そういうプラットフォームの中に山田先生がいまおっ

しゃったような話を乗せていくと、もしかしたら実現できそうだなと感じました。

琴坂　いまのお二人のお話をつなげると、やはりわれわれ研究者や大学がグローバル化すべきですね。

われわれが仲介者になり、われわれがデザインを提案する立場になれると多分、うまく回るという話

ですね。

新藤　産業界のことをいう前に、まず大学が変わらなければというご指摘ですね。ご質問いただいた

のは、地域ごとに散在するニーズに対してどう応えていくのかという内容でしたが、これについては

またそれぞれで議論が必要なのかなと思います。

質問者　ありがとうございました。

■ 何をグローバル化していくべきか

新藤　今回のテーマはボーン・グローバルを一つのモデルとして、世界に散在するさまざまなニーズ

を一つのサービスで束ねて提供することによって一気に国際化を進めていく、ということが軸になる

と思います。残り時間がわずかになってきましたが、何をグローバル化していくべきなのか、最後に
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先生方にひと言ずつお願いできればと思います。

田路　やはり、人が動かなければいけないと思います。一番グローバル化してほしいのは人ですね。

ケンブリッジの例をみていると、ほんとうにグローバルになるときにはアメリカの VP を雇うとか、

創業者の一人がアメリカに１年行ってみるというようなことをしています。ヨーテボリもそういう意

味では 70％ぐらいでしょうか。ヨーテボリに一番ないものは、資金――ベンチャーキャピタル（VC）

だと思います。

　実際、起業する人はものすごく増えていてアメリカの VC の Y コンビネータの３カ月の起業支援

プログラムを受けようと、全世界から IT の起業家の卵が殺到しています。しかしカリフォルニアに

いても、VC からお金をもらうのはものすごく難しい。100 票ぐらいのサンプルを調査したら、日本

の方が案外ベンチャーキャピタルからお金をもらえるということがわかりました。追加投資はもらえ

ます。しかし、立ち上げ資金はむずかしい。アメリカはどうかというと、立ち上げ時にかなりの確率

でビジネスエンジェル（個人投資家）は出すんです。でも VC は日本より少なくて厳しい、ものすご

い競争になっている。アメリカの中にいてもそうだということです。

　じゃあ海外のアントレプレナーがどうアクセスするかというと、すごくハードルが高い。ですから

結果として、やっぱり知識ベース型ではなく知識集約型なことを地道にやることが大切だということ

です。一番大事なものはお金ではなく、支援する人だと思います。経営だったり技術だったり、ビジ

ネスをわかっている地元の人がボードに入るとか、メンターに入ることが一番重要です。もしも、も

のすごく光り輝くものがあれば、お金はロンドンやアメリカのベンチャーキャピタルが出してくれる。

これから人はもっと動き、日本人も活発に動くだろうと思っています。

山田　牧先生と初めてお会いしたのですが、私が十数年研究してきたケーススタディーのキーとなる

のは「創業者のキャリアの出口が、ベンチャーの出口の意思決定を左右する決定的な要因である」と

いうことです。それが私の本の結論なのですが、それを物差しとして評価するだけの知見の背後には、

我々が世界貿易の相互依存のバランスに埋め込まれているという前提が見失われがちになるというこ

とがあるのですね。グローバライゼーションというか、国際貿易が止まったら数日で日本のすべての

エネルギーは止まるという日本のコンテクストが軽視されていることに、私は危機感を持っています。

　さきほどから新藤先生の質問に答える形でお話してきましたが、アカデミアの世界がグローバライ

ズドな潮流に十分対応できるような仕事をもっとしなければいけない――というとまた発言したくな

るのですが、そんなに事態は単純化して解決できないでしょう。事実、すべての国立大学を民営化し

ようとする宙ぶらりんな制度ができて、いま一つうまく機能していないという状況があります。大反

対せざるを得ないような弊害もあれば、評価する部分も当然ありますが、これからさらにグローバラ

イゼーションしたときに、言語とか制度をつかさどる知の拠点の大学がちゃんと機能できるのか。複

数のセクターの協力体制（アライアンス）を運営する人のキャリアの出口であるとか、サイエンスと

か MBA（経営管理大学院）、さらに経営者や企業家に対する社会の不信を回復させるような、期待
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に応える仕事をすることが求められていると考えています。

琴坂　さきほどコンテクストが先にくるのか、商品が先にくるのかという話をしました。私は関西か

ら来ているので、コンテクストを生かすということを関西の例で言うと、京都の西陣織というような

イメージでしょうか。まず、僕らが働いている地域のコンテクストを知る。地域独自の伝統的な技術

が生かせる場を見つけられるように、実務家やわれわれのような学者がグローバル化する。その良さ

を理解してくれる人を世界中から集めてくる。そのコーディネーターとしての学者であり、実務家な

んだろうと思います。また「打ち上げロケットのバルブで世界最高の会社をつくる」というなら、人

もお金も知見もすべて持ってきて、打ち上げロケットのバルブに関してはこの地域が世界最高だとい

うふうにやらないと生きていけないし、そうやるべきだと思います。

牧　アメリカに住んでいるからそういう見方になるのかもしれませんが、「競争が必要なものはすべ

てグローバル化せざるを得ない」ということは、すでに明らかだと思います。大学発ベンチャーのコ

ンテクストとして最後に残った領域が、国の研究費とグラントだと思います。それすらグローバル化

しつつあるという気がします。

　アメリカでは NIH のグラントに、外国の人も申請できるようになってきています。そうしなけ

ればレベルが上がらないので。個人的にはいまスタンフォード大学にいますが、日本の科研費――

NISTEP から助成金を受けています。そういうクロスアポイントメントが普通になっていくので、多

分グラントですらグローバル化することになるでしょう。

福嶋　何をグローバル化すべきかというのはほんとうに難しい話で、端的に言うと ｢人である｣ と田

路先生がおっしゃっていましたが、人のみならず人脈自体もグローバル化が必要なのだと思います。

日本の大学のアカデミック・スピンオフを、私は「大学に埋もれた未利用の資源や技術を利用する手

段」ととらえていまして、いま日本の大学はその技術をどう使うか、どう生かしていくか、どう消費

していくかという部分が弱い。その技術の可能性を目利きのような人が引き出してあげる。そういう

ことがとても大切だと思います。山田先生も ｢目利きの人は少ない｣ というお話をされていましたが、

研究者は学会などで世界を飛び回っていますので、目利きの人に任せるだけでなく、学生や企業の人

も含めてグローバルに人脈を生かしていくという発想、そういうメンタルな部分も重要ではないかと

思います。

新藤　先生方のご意見をまとめさせていただくと、そもそもグローバル化すべきかという質問に対し

ては「おそらくそれは前提だろう｣ ということでした。ただ地域によっては、マグネットとして引き

付ける地域とそうでない地域がある。マグネットになれていない地域がどう活路を見いだすかという

点が、一つのポイントになると思います。

　二つ目としては、コンテクストとして何が重要なのか。コンテクストに合っている・合っていない

という議論に関しては、３つの重要な要素が出てきました。一つは大学をどうしていくのか。二つ目

は産業界、特に大企業のあり方をどうしていくのか。残る一つはベンチャーキャピタルその他をどう
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していくのか。その３つをつなぐのは「人材の移動」という前提が成立することではないか、という

議論になったかと思います。

　最後の三つ目は、どこをグローバル化すべきかという話で、人材というのが前提となるのは共通認

識だろう、産業界もさることながら、アカデミックの人材もどんどんグローバル化していくのが前提

であるということでした。そして、いままで聖域といわれていた政府の助成金のようなものもすでに

グローバル化はかなり進んでいる――という話になろうかと思います。あえて無理にまとめましたが、

続きの部分につきましては先生方、フロアの皆さま方のほうでお考えいただければと思います。

　つたない司会ではございましたが、これでパネルディスカッションを終わりたいと思います。あり

がとうございました。
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